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第１章 はじめに

本計画は、社会福祉法第１０８条の規定に基づき、市町村地域福祉計画の達成のた

め、各市町村を通ずる広域的な見地から市町村の地域福祉推進を支援するため策定す

ることとされている「都道府県地域福祉支援計画」として策定するものです。

また、平成１６年３月に策定した「岐阜県地域福祉支援計画」は、平成２１年３月

末に計画期間が満了するため、その第二期計画として、福祉現場の声等を踏まえて各

施策を総点検のうえ策定するものです。

この計画の期間は、平成２１年度から平成２５年度までの５年間とします。

なお、市町村が策定する市町村地域福祉計画の内容、他の福祉関係計画の見直しや、

社会情勢の変化等を踏まえ、適宜必要な見直しを行います。

H16～19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

(1)計画の性格

(2)計画の期間

第１期計画 第２期計画策定委員会

★総点検
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本計画は、「岐阜県高齢者安心計画」、「岐阜県障害者支援プラン」、「岐阜県障

害福祉計画」、「安心して子どもを生み育てることができる岐阜県づくり基本計画」

など他の福祉関係計画による各施策の効果的な推進のための基盤・環境整備を担うも

のです。

また、他の福祉関係計画に規定された施策のうち、「地域」との視点から共通する

施策を連結・体系化するとともに、計画相互の隙間を埋める役割を担います。

なお、「岐阜県地域防災計画」とは、一部内容を共有するなど相互に密接な連携を

図りながら、災害時の要援護者支援対策を推進する関係にあります。

県以外が策定する計画との関係としては、市町村が市町村地域福祉計画を策定・改

定するうえでの指針としての性格を持っています。

また、県社会福祉協議会が策定する「ＷＩＮＣプラン」（注）とは、相互に密接な

連携を図りながら本県地域福祉を推進する関係にあります。

（注）平成19年3月策定。「ともに支える安心なまち」を基本目標に、住民参加による地域福祉活動
の推進など５つの基本的な方向と、先駆的・開拓的な事業・活動の開発、施行、提案等など３
つの視点のもと、平成19年度から23年度までの5年間で取り組む県社協の事業と目指すべき
組織・経営について定めた計画

(3)他の福祉関係計画との関係

■県地域福祉支援計画と他計画との関係イメージ

県
高
齢
者
安
心
計
画

県
障
害
者
支
援
プ
ラ
ン

県
障
害
福
祉
計
画

安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み

育
て
る
こ
と
が
で
き
る

岐
阜
県
づ
く
り
基
本
計
画

県地域福祉支援計画

市町村地域福祉計画

連携
指針
支援

各福祉施策の効果的な推

進のための

基盤・環境整備

県社協
ＷＩＮＣプラン

Ｗ：「Well-being（その人らしい自立生活）」
Ｉ：「Inclusion（福祉サービスを必要とする人を社会の一員として包み、支え合う）」
Ｎ：「Normalization（共生）＋Network（連携）」
Ｃ：「Community（地域）＋Collaboration（協働）」
の４つをキーワードに、「21世紀に、岐阜県に、県民に、福祉関係者にウインクしながら、豊かでほほ笑みの
ある福祉社会」を目指す。
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社会福祉法第１０８条と国策定指針で計画に盛り込むべきとされた項目を基に、第２

章では本県地域福祉の推進にあたっての課題を整理しました。

第３章では、本計画の理念を設定し、理念の実現に向けて３つの基本施策、９つの施

策を掲げています。なお、この９施策は第２章で整理した９課題とも対応し、さらには

社会福祉法と国策定指針で盛り込むべきとされた項目とも整合するものとなっています。

第４章～６章では、９つの施策を２１の細施策・事業に分け、２１細施策・事業毎に

現状と課題を分析のうえ、県として今後の取り組み方針を設定しました。

(4)計画の構成

■社会福祉法第108条

「都道府県は、市町村地域福祉計画の達成に資するために、各市町村を通ずる広域的な

見地から、市町村の地域福祉の支援に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定

める計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等住民

その他の者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、その内容を公表

するものとする。

一 市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項

二 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項

三 福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達の

ための基盤整備に関する事項」

■国策定指針：平成14 年１月28 日付け「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉

支援計画策定指針の在り方について」※Ｐ４参照

第２章 ・地域福祉推進にあたっての課題を整理し、９課題を抽出

第３章 ・計画の理念の設定

・９課題への対策として、９施策（３基本施策）を掲げる。

第４章

第５章

第６章

・９施策を２１細施策・事業に分類

・２１細施策・事業毎に現状と課題を分析のうえ、今後の

方針を設定 
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■社会福祉法と国策定指針を基に、地域福祉推進にあたっての課題を９つに整理

■９課題への対策として、９施策を設定

(1)市町村の地域福祉の推進を支援するため

の基本的方針に関する事項

・市町村に対する支援

・市町村が実施する広域事業に対する支援

・都道府県管内の福祉サービスに関する情報

の収集及び提供システムの構築

(2)社会福祉を目的とする事業に従事する者

の確保又は資質の向上に関する事項

・社会福祉に従事する者の知識・技術向上の

ための研修

・社会福祉に従事する者を確保するための養

成研修

(3)福祉サービスの適切な利用の推進及び社

会福祉を目的とする事業の健全な発達のた

めの基盤整備に関する事項

・社会福祉法人、非営利組織、民間事業者等

への経営指導方策

・サービスの質の評価等の実施方策

・広域的事業及び専門性が高い事業の情報提

供及び相談体制の確保

・日常生活自立支援事業、苦情解決制度等の

実施体制の確保

(4)その他、各市町村が地域福祉計画を達成す

る上で必要と認められる事項

・都道府県社会福祉協議会の活性化等

(1)市町村地域福祉計画の策定・実践支援

(2)地域での支え合い活動の発展支援

(4)支え合う福祉の「心」の醸成

(6)福祉を担う人材の確保・資質の向上

(5)地域での支え合いを担う人材の育成

(7)福祉サービスの質の向上支援

(9)福祉サービス利用者の権利・利益の保護

(3)社協機能の強化支援

(8)専門的相談機関の充実及び広域的・重層

的な相談対応ネットワークの整備

社会福祉法・国策定指針 本県地域福祉推進の課題とその対策（施策）

共通事項：各施策へ適宜、盛り込む
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① 「現場の声」をもとにした計画策定

岐阜県地域福祉支援計画策定委員会（委員長：小林月子・岐阜大学教授）の構成委

員は、実際に現場で活躍されている方々を中心に、幅広く選任させていただきました。

加えて、５圏域毎に地域会議を開催（各２回）し、すべての４２市町村はもとより、

県内の各界各層の福祉関係者からの現場の声・意見の集約に努めました。

開催回数

岐阜県地域福祉支援計画策定委員会 ３

岐阜県地域福祉支援計画ＷＧ ４

圏域別地域福祉推進協議会（地域会議） １０

パブリックコメント －

② 厳しい財政環境の中、県民協働による福祉サービスの充実

厳しい財政環境にあって、地域の福祉課題が増大かつ多様化・複雑化・潜在化・深

刻化するなか、本県福祉サービスを充実させていくためには、幅広い県民、県内関係

機関・団体の理解と、協力・協働体制の構築が不可欠です。

「現場の声」をもとにした本計画は、幅広い県民の理解と協力・協働による本県福

祉サービスの充実・発展を図るものです。

③各主体の役割分担の明確化による効果的・効率的な地域福祉推進体制の

整備

各施策・事業における今後の取り組み方針の策定にあたっては、各主体の役割と責

任を整理したうえで、県の役割を明らかにしました。

例えば、地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実施策にあたっては、

地域での住民の方々による自主的・自発的な取り組みを基本としつつ、市町村地域福

祉計画等をもとに、市町村と市町村社会福祉協議会が計画的に住民活動を支援してい

(5)策定にあたっての基本的な考え方
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く推進体制の整備が必要です。

このため県の役割としては、市町村と市町村社会福祉協議会による市町村地域福祉

計画等の策定から、その実践としての地域での支え合いによる制度外サービスの整

備・充実までの一連の取り組みに対し、県社会福祉協議会との連携のもと、切れ目無

くトータルで後方支援（バックアップ）する体制を整えることであることを明確にし

ました。
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(6)平成２０年度・審議経過

7月14日 第１回・岐阜県地域福祉支援計画策定委員会

・骨子案等の審議

5月12日 第１回・岐阜県地域福祉支援計画策定委員会ＷＧ

・骨子案等の検討

8月 第１回・圏域別地域福祉推進協議会（地域会議）

・施策・計画素案等の検討8/21西濃、8/22岐阜、8/27飛騨、8/28東濃、8/29中濃

10月31日 第３回・岐阜県地域福祉支援計画策定委員会ＷＧ

・施策・計画素案等の検討

11月27日 第２回・岐阜県地域福祉支援計画策定委員会

・施策・計画素案の審議

12月1日～1月8日 パブリックコメント

・計画案に対する意見募集

1月22日 第４回・岐阜県地域福祉支援計画策定委員会ＷＧ

・計画案の検討

2月9日 第３回・岐阜県地域福祉支援計画策定委員会

・計画案の審議

3月 岐阜県議会・平成２１年第１回定例会

・計画案の審議・議決

9月19日 岐阜県議会・平成２０年第４回定例会 骨子案等の説明会

・骨子案等の審議

12月 第２回・圏域別地域福祉推進協議会（地域会議）

・計画案の検討 12/17西濃、12/19中濃・東濃、12/22岐阜、12/24飛騨

8月25日 第２回・岐阜県地域福祉支援計画策定委員会ＷＧ

・骨子案等の検討
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★本計画では、次のとおり略称で表記することとします。

・民生委員・児童委員及び主任児童委員→「民生委員」

・社会福祉法人岐阜県社会福祉協議会→「県社会福祉協議会」又は「県社協」

・社会福祉法人市町村社会福祉協議会→「市町村社会福祉協議会」又は「市町村社協」

※特に第４章、第５章、第６章においては、原則として、本文（「１現状・経緯」、「２課題」、

「３方針」）では「県社会福祉協議会」又は「市町村社会福祉協議会」と表記し、それ以外（「○」

又は「●」で始まる具体的施策、表、イメージ図等）では「県社協」又は「市町村社協」と

表記することとします。

・市町村・支部社会福祉協議会又は地区社会福祉協議会→「支部社協」

・社会福祉法人岐阜県福祉事業団→「県福祉事業団」

・社会福祉法人岐阜県共同募金会→「県共同募金会」

・平成14 年1 月28 日付け社会保障審議会福祉部会「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉

支援計画策定指針の在り方について（一人ひとりの地域住民への訴え）」→「国策定指針」

★本計画では、次のとおり略称で表記することがあります。

・岐阜県地域福祉支援計画→「県計画」

・岐阜県ボランティア・市民活動支援センター →「県ボランティアセンター」

・市町村地域福祉計画→「市町村計画」

・社会福祉事業者→「事業者」

・社会福祉協議会→「社協」

★地域での支え合い活動（団体）について

・住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らしていく（地域福祉推進の目的）ために、地域住民

が主体的に取り組む地域（在宅）の要支援者に対する制度外の福祉サービス提供活動（団体）

については、本計画では主に「地域での支え合い活動（団体）」と表現することとします。

★第４章、第５章、第６章での具体的施策の実施主体の表記について

・県による取り組みを「○」、県以外による取り組み（県はこの取り組みを支援）を「●」で表記

し、施策実施にあたっての役割分担を一層明確にすることとします。
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資料：国勢調査

岐阜県の年齢別人口割合の推移

第２章 地域福祉をとりまく状況

①人口減少・高齢化の進行

本県の人口は、平成 17 年に減少に転じました。今後も、少子化の影響を受けて人口の

減少は続き、平成 47 年には現在の約 210 万人よりも約 50 万人少ない約 160 万人へと

大きく減少し、特に生産年齢人口が急激に減少していくと見込まれます。

また、人口の減少がつづく一方で、65 歳以上の人口は、平成 32 年まで急増します。

442 490 556 547 540

1,359 1,296 1,209 1,147 1,088 1,013 929

306 284 246 207
180

165
155

546 564

0

500

1000

1500

2000

H17 H22 H27 H32 H37 H42 H47 （年）

（千人）
老年人口 生産年齢人口 年少人口

(1)福祉をとりまく情勢

資料 1 岐阜県の人口推移

資料：国勢調査、推計値は岐阜県人口・少子化問題研究会の推計（基本パターン）による

2,107 2,069 2,002 1,918
1,823

1,725
1,623
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60,000
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（人）

身体障害者手帳 77,201 79,230 81,450 83,078 84,846 86,120 87,743

療育手帳 10,595 11,023 11,523 11,964 12,450 12,978 13,466

精神障害者保健福祉手帳 3,041 2,602 3,204 3,876 4,256 6,216 7,169

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

(注）精神障害者保健福祉手帳のH13の数値は有効期限切れも含む

302

407
470 479

530
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（件）

②福祉サービスの提供を必要とする要支援者の増加

高齢化の進展にともなって、介護を要する高齢者の数は年々確実に増加を続け、平成 17

年の約 6 万 9 千人から､平成 47 年には、ほぼ倍の約 12 万 8 千人に及ぶとも推計されます。

また、身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳所持者数とともに、発達障が

い者として支援が必要とされる方の数も年々増加しています。

442
546

69 100 118 128

540556

0

200

400

600

H17 H27 H37 H47 （年)

（千人） 高齢者数（65歳以上） 認定者数

資料 2 岐阜県の高齢者数・要介護（要支援）者認定者数の長期推移

資料 3 岐阜県の障がい分野各手帳所持者数

資料 4 岐阜県における児童虐待の状況（子ども相談センター対応件数）

資料：県まとめ

資料：県まとめ

資料：介護給付費実態調査、国勢調査、岐阜県将来構想研究会推計
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③各分野における制度改正 ～「施設」から「地域(在宅)」重視

1)高齢福祉分野

平成 12 年に介護保険法が施行され、事業者から提供される様々な介護サービスを利

用者が選択できる仕組みがつくられました。制度の定着にともない、高齢者介護サービ

ス提供量は飛躍的に増加し、介護保険の総費用も急激に増加しました。

このような状況のもと、制度の持続可能性が問われ、平成 18 年に介護保険法が改正

されました。この改正により、介護予防の重視、施設入所者に対して一定の負担を求め

るなど、制度を持続させるとともに、地域密着型サービスの創設や地域包括支援センタ

ーの設置などにより、できる限り住み慣れた「自宅や地域」で生活が継続できる体制の整備を

図ることとされました。

2)障がい福祉分野

2000 年代に入って、それまで遅れているといわれていた障がい福祉分野の改革が進

められ、行政による「措置」から、利用者自らの「選択・契約」によりサービスを利用

する支援費制度へと移行し、さらに平成 18 年には「障害者自立支援法」が施行されま

した。

障害者自立支援法は、障がいの種別（身体障がい・知的障がい・精神障がい）の一元

化、就労支援の強化、利用者の応益負担と国の財政責任の強化などを柱として、障がい

者の「地域」での生活を支えようとするものです。

岐阜県の障がい福祉サービスの将来見込み

現 状 将来見込（H23） 備 考

障がい福祉施設入所者 2,526 人(H17) 2,343 人
減少分はｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ・ｹｱﾎｰﾑ、
一般住宅等、地域生活へ移行

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ・ｹｱﾎｰﾑ利用者 400 人(H18 ) 831 人

訪問系サービス利用者 1,098 人(H18 ) 1,744 人

入院中の退院可能
精神障がい者数

587 人(H17) 190 人 減少分は地域生活へ移行

（注）国の指針に基づき定められた岐阜県障害福祉計画により、障がい者の施設入所から地域生活への移

行に関する目標値が設定

■介護保険サービスの概要

施設サービス

・介護老人福祉施設（特養）

・介護老人保健施設（老健）

・介護療養施設

居宅サービス

○訪問サービス、○通所サービス、

○短期入所サービス 等

★H18改正追加

○地域密着型サービス

○新予防給付

○地域支援事業（地域包括支援センター）
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3)児童福祉分野

子育て家庭の負担感の軽減、地域における子育て支援の強化を図るため、平成 15 年

の児童福祉法改正によって、市町村は、保護者からの相談に応じて情報の提供・助言を

行う子育て支援事業等の実施に努めることとされました。

また、平成 16 年の改正では、虐待などの児童相談に応じることを住民により身近な

市町村の業務として法律上明確にするとともに、都道府県の役割を専門的な知識・技術

を要する事例への対応、市町村の後方支援に重点化することにより、全体として地域に

おける児童相談体制の充実が図られました。

さらに、今後は、住居での小規模グループ形態による養育制度を新たな制度として位

置づけることが検討されています。

４)医療分野

急速な少子高齢化や経済の低成長など、医療を取り巻く環境が変化していく中、我が国

の医療保険制度を将来に向けて持続可能なものとしていくためには、医療に要する費用が

過度に増加しないようにしていく必要があります。そのため、平成 20 年度より、国と都

道府県が定める医療費適正化計画に基づき、国民の健康の増進や医療の効率的な提供の推

進に向けた取り組みが進められています。

その柱の一つが、平均在院日数（患者が入院した日数の平均値）の短縮であり、地域の

病院や診療所の連携体制の構築、療養病床（注）の再編、在宅医療の充実等を通じ、将来

に向けて入院医療費の伸びを抑制していきます。

（注）医療機関にあって、主として長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるための病床。

医学的管理やリハビリの密度により、医療保険の対象となる「医療療養病床」と介護保険の対象

となる「介護療養病床」とに分かれるが、提供されるサービスは実質的に変わらない。

岐阜県医療費適正化計画における平均在院日数の短縮目標

平成 18 年度 平成 24 年度目標

全国 32.2 日 29.8 日（△2.4 日）

岐阜県 27.5 日 26.6 日（△0.9 日）

（長野県） 25.0 日 ※全国最短日数
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見守り等を要する世帯の長期推計
（地域ケアが相当程度進展した場合）

岐阜, 10,597
16,915

20,852 21,433西濃, 5,099

7,944

9,699 9,967

中濃, 5,102

8,172

9,990 10,314

東濃, 5,235

7,323

8,679 8,707

飛騨, 2,767

3,825

4,208 3,960

0
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H17 H27 H37 H47

（世帯）

（年）

(注）地域ケア：高齢者の生活を支える医療、介護、住まい等の総合的

な体制の整備
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64
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H15 H16 H17 H18 H19 ・・・ H27 H37 H47

（千人） 認定者数 居宅サービス利用者数 128

36,909

39,379

43,270
45,422

41,740

30,000

35,000

40,000

45,000

H15 H16 H17 H18 H19

居宅サービス利用者数

地域で暮らす

要介護（支援）者

④今後の動向 ～地域(在宅)で暮らす要支援者の増加

高齢者等の増加と、各分野における制度改革によって、地域（在宅）で暮らす福祉サ

ービスの提供を必要とする要支援者が増加します。

資料 5 岐阜県の要介護認定・居宅サービス利用者数の長期推移

(参考)岐阜県医療費適正化計画より

資料：実績値は県まとめ、推計値は岐阜県将来構想研究会

(注)H18・19の居宅サービス利用者数には地域密着型サービス利用者数を含む
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(注）施設入所は施設定員数の目標値

施設入所者数の推移 入院中の退院可能精神障がい者数

＝ 地域生活
移行者数

＝ 地域生活
移行者数

190人

587 人

H17 H23

397人2,343 人

2,526 人

身体障害者療護施設、

知的障害者更生施設、

身体障害者授産施設入所者

等

H17 H23

356 人

資料 6 岐阜県の障がい者サービスの将来目標値

資料 7 岐阜県の障がい者サービスの推計

地域で暮らす

要支援者が利

用するサービ

ス量 

資料：岐阜県障害福祉計画

資料：岐阜県障害福祉計画、県まとめ
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①地域福祉の推進とは

平成 12 年 6 月に従来の「社会福祉事業法」が「社会福祉法」に改められ、新たな基本理

念として、『地域福祉の推進』（第 4 条）が掲げられました。

ここでは、事業者と社会福祉に関する活動を行う者（ボランティア等）に加え、地域福祉

の推進の担い手として“地域住民”が明記されました。

地域（在宅）で暮らす要支援者に対し、個人や家族による『自助』のほか、地域での住民

相互の支え合いによる『共助』、行政による支援『公助』が、各々の役割や特性を活かしな

がら、包括的かつ継続的に提供される必要があります。

(2)地域福祉の推進について

地域の中での『自助』『共助』『公助』の連携による自立支援

■国策定指針（地域福祉推進の理念）

中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会は、今後の新しい社会福祉の理念につい

て、「個人が人としての尊厳をもって、家庭や地域の中で障がいの有無や年齢にかかわ

らず、その人らしい安心のある生活が送れるよう自立支援することにある」と意見し、

こうした理念を地域において具現化するために地域福祉の推進を図るべきであるとし

た。

■社会福祉法第4条（地域福祉の推進）

地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を
行う者は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成す
る一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加
する機会が与えられるように、地域福祉の推進に努めなければならない。

自助

共助

公助

個人（家族）

地域

行政
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高齢者夫婦世帯 68,600 80,073 92,117 95,081 91,955

総世帯数 706,501 719,016 720,096 714,489 703,296
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資料：日本の世帯数の将来推計（国立社会保障・人口問題研究所）
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②家族構成の変化 ～家族による扶助機能『自助』の弱体化

少子高齢化、核家族化等の進展により、世帯あたりの人数が減少し、高齢者夫婦のみの世

帯、高齢者ひとり暮らし（高齢者単独）世帯が増加しています。

これは、かつてのような、三世代が同居し若い世代によって高齢者が支えられていた状況

が減少していることを意味し、家族による扶助機能「自助」の低下・弱体化を示すものです。

資料 9 岐阜県内の高齢者世帯数の推移

(注)推計期間の平均世帯数は、2005年総人口に占める一般世帯人員の割合を使用

資料：国勢調査、岐阜県将来構想研究会推計

資料 8 岐阜県内の世帯数の推移（家族類型別）
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③地域のつながりの希薄化 ～『共助』の衰退

経済・社会環境の変化とともに、地域のつながり、いわゆる“ご近所づきあい”が希薄化

してきています。これは、「向こう三軒両隣」や「遠くの親戚より近くの他人」といわれた

互いに助け合う連帯感が薄れ、「共助」を担ってきた地域社会が衰退してきていることを意

味しています。

一方、内閣府による地域活動に対する意識調査結果を見ると、「自分が住む地域をよくす

る活動ができる時間・機会が重要である」と回答する人の割合は、20 年以上前から大きく

変化はしていません。地域のつながりは活発とはいえないまでも、地域への関心自体が、以

前に比べ低くなっているというわけではないと考えられます。

資料 10 近所付き合いの程度の推移（全国）

資料：平成 17 年版 厚生労働白書

老後生活における子どもとの同・別居について
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同居したい 元気なうちは別居し、病気になったら同居したい

配偶者がいなくなったら同居したい 子どもが近くにいれば別居してもよい

別居したい その他

わからない

(参考)平成 18 年 高齢期における社会保障に関する意識調査報告書

(注)質問項目「その他」はH18年調査のみ
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居住する地域・社会をよくする活動ができる時間・機会が重要であると認識している度合

資料：平成17年版 厚生労働白書

④『公助』厳しい財政環境

本県の財政は、全国の多くの都道府県と同様に、県税、地方交付税などの財源の増額確保

が見込めず、今後ますます厳しくなっていきます。

高齢化の進展により、介護保険関係経費や老人医療費助成費などの社会保障関係経費は、

毎年 20 億から 30 億円増加し、平成 30 年度には平成 20 年度よりも約 270 億円増加す

るものと見込まれます。

資料 12 岐阜県の社会保障関係経費の推移

資料 11 地域・社会をよくする活動への参加意識

資料：県まとめ
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⑤『自助』の弱体化、『共助』の衰退により、地域の福祉課題は多様化・深刻化

少子高齢化、「地域」重視等により、地域（在宅）で暮らす福祉サービスの提供を必要と

する要支援者は増加します。

加えて、ひとり暮らし高齢者の増加（「自助」の弱体化）、地域のつながりの希薄化（「共

助」の衰退）により、地域の要支援者が抱える福祉課題（生活課題）は一層増加（新たに発

生）するとともに、その課題が多様化・複雑化・潜在化・深刻化することが懸念されます。

⑥地域福祉の推進施策の今日的な課題 ～制度外の福祉サービスの必要性

福祉サービスの提供が必要な要支援者が、住み慣れた地域（在宅）でいつまでも安心して

暮らしていくためには、地域の医療・保健・福祉・介護機関等による制度化されたサービス

『公助』の充実が必要です。

加えて、お互いに支え合う地域社会の再構築により、『共助』（地域での支え合い）によ

る制度の外、隙間・谷間にあるサービスが整備・充実し、一人ひとりのニーズに即して制度

及び制度外のサービスが包括的かつ継続的に提供される『地域包括ケア体制（システム）』

の構築が不可欠です。

特に、地域の福祉課題が増大、多様化・複雑化・潜在化・深刻化する状況にあって、制度

化されたサービスに比べ、柔軟かつ迅速に対応可能な地域での支え合いによる制度外の福祉

サービスの果たす役割や特性が、大きく期待されています。

このため、地域住民自らが地域における増大、多様化・複雑化・潜在化・深刻化する福祉

課題を認識し、これに向き合いながら支え合いによる解決方法を考え、行動（制度外の福祉

サービス提供）する仕組みを整備していくことが、地域福祉の推進にあたっての、緊急かつ

今日的な課題と考えられます。

■新たに発生するとともに、多様化・深刻化等する福祉課題（生活課題）

○ひとり暮らし高齢者、高齢者夫婦世帯の増加にともなう課題の例 
孤独死、徘徊死、悪質商法被害、災害時対応、ちょっとした困りごと（ごみ出し、

電球の交換等）

○家庭・地域のつながりの希薄化にともなう課題の例 
高齢者虐待、児童虐待、ＤＶ及びそれらの発見が困難

○課題が重なり合い、増幅し、より深刻となる場合の例 
ひとり暮らし、家族に問題解決能力がない家庭（認知症の母と精神障がいの息子 等）が地

域から孤立している場合などは、問題が潜在化・深刻化

増大、多様化・複雑化・潜在化・深刻化していく地域の福祉課題の全てを、『自助』はもと

より、制度化されたサービス『公助』で解決していくことには限界があり、支え、支えられる

『共助』の社会を実現していくことが求められています。
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■活動エリアによる地域での支え合い活動（制度外サービス）イメージ図

公助

市町村の範囲

中学校区の範囲
（日常生活圏域）

小学校区の範囲
（連合自治会）

◆事業者による制度サービス

◆事業者による制度サービス

◇地域での支え合いによる制度外サービス

・配食サービス

・助け合い（生活支援）活動（清掃、買物、洗濯、外出支援、除雪等）

・宅幼老所の運営、等

◇地域での支え合いによる制度外サービス

・声かけ、見守り活動

・要援護者支援マップづくり（災害時の避難支援）

・ふれあいサロン（健康づくり、子育て支援、障がい者社会参加）

等

自治会・町内会の
範囲

◇地域での支え合いによる制度外サービス

・虐待・ＤＶなどの早期発見、関係機関への連絡

・声かけ・話し相手

・ゴミ出し、電球の取り替えなどの手助け、等 

近隣
～向こう三軒両隣～

共助

★地域での支

え合い活動（制

度外サービス

提供）エリア

地域（在宅）

の要支援者

自助

★市町村の範囲を
活動エリアとする
制度外サービスと
しては、NPO 法人
等による
「福祉有償運送」
がある。
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■制度外サービスの例

■制度外サービスの提供に取り組む地域での支え合い活動の例 

小学校区の範囲
（連合自治会）

自治会・町内会の
範囲

見守りネットワーク活動

■要支援者に対して、近隣住民、

福祉委員、ボランティア、民生

委員等が連携して声かけ・訪問

等を行い、問題の発見時には必

要に応じて問題を共有し、解決

のための話し合い（調整）を行

うことができるような組織的な

活動

ふれあいサロン活動

要援護者支援マップづくり
（災害時の避難支援）

■要支援者を地図上に明記し、近

隣住民、福祉委員、ボランティア、

民生委員等による話し合いによ

って、日常的な見守り活動や、災

害時の避難支援等について検討

する活動

住民参加による配食サービス

■地域住民相互のふれあいや交流

を主な目的として、調理から配達ま

でを住民参加により行い、定期的な

食事の提供を通じて要支援者の早

期発見、孤立防止、見守りなどを行

う活動

助け合い（生活支援）活動

宅幼老所の運営

■健康づくり、介護予防、子育

て支援等、高齢者や子育て中の

親の継続的な交流・学習・相談

を行うため、空き教室、空き店

舗、民家等を活用して地域での

支え合い活動の拠点となるたま

り場を地域住民が運営する活動

■要支援者の在宅生活を支える

ため、利用者と提供者が予め会

員として登録し、清掃、洗濯、

買物、除雪などの日常生活を支

援する地域住民による活動

■閉じこもりがちな人たちなど

が気軽に交流し合い、地域でい

きいきと元気に暮らせることを

めざし、参加者とボランティア

等が内容を企画し、ともに運営

していく活動

サロン活動例

□高齢者の生きがいづくり、

健康づくりを目的とした活動

□子育て中の親を対象に育児

の悩みごと相談や情報交換、

子ども同士の交流を目的とし

た活動

□障がい者や介護者同士の交

流を目的とした活動
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福祉連絡会（池田町）

★「地域福祉推進支援事業」(注)を活用して団体設立

※町内全域で各地区単位に７団体設立

「宮地地区福祉連絡会」「養基地区福祉連絡会」「中地区福祉連絡会」「西地区福祉連絡会」

「東地区福祉連絡会」「池野地区福祉連絡会」「八幡地区福祉連絡会」

○設立 平成１９年１０月

○会員 各地区住民全員

○活動 ・高齢者などへの見守り・声かけ活動を行う「安心見守り隊」 
・ふれあいいきいきサロン

・災害時に備えた要援護者支援のための福祉マップ作成・更新

・配食サービス

・地区福祉懇談会活動

・子育て支援（活動準備中）

・介護予防（活動準備中） 等

○事務所 各地区公民館

○活動費 各団体ともに消耗品費等が 145 千円／年必要。

145 千円全額を町社協が補助（共同募金等を活用）し、活動の継続を支援

高山市自主活動連絡会

★「地域福祉推進支援事業」(注)を活用して団体設立

○設立 平成１９年１１月

○特徴 市内で健康づくり（介護予防等）に取り組む約８０団体（健康づくりサロン）の

連絡・協議組織

○活動 平成 18 年度から高山市社協の支援のもと、市内各地で取り組みが始まった住民

自らによる健康づくり（介護予防等）の継続・発展に向けた、団体相互の情報交

換・連絡調整、研修会等の開催

○事務所 よって館初田

※高山市社協が運営する空き店舗を改修した宅幼老所等の複合施設

○活動費 通信運搬費等が 100 千円／年必要。100 千円全額を市社協が補助（共同募金

等を活用）し、活動の継続を支援

（注）地域福祉推進支援事業： 平成19年度創設の県補助制度。県社協との連携のもと、市町村及び市町村社協

が取り組む制度外サービスを担う地域での支え合い活動団体の設立を支援。平成 21年度からは事業を見

直し「支え合う団体づくり支援事業」
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①市町村地域福祉計画の策定状況

□県では、市町村計画策定を支援。ほぼ全ての市町村において策定済みとなる予定

15 年度末状況 20 年度末目標 20 年度末見込 目標達成状況

市町村計画策定市町村 ９市町村 全市町村 37 市町村 88.1%

■課題等：地域での支え合いによる制度外サービスの計画的な整備・充実に向け、市町村

計画は、その実効性を高めていくことが必要

②地域での支え合い活動の現状

□県では、地域での支え合い活動団体の設立と活動を支援。各地域において、制度外サー

ビスの担い手の組織化が進んでいる。

15 年度末状況 20 年度末目標 19 年度末 目標達成状況

ふれあいサロン実施箇所数 1,163 1,825 1,452 79.6%

支部社協数 187 － 209 －

ボランティア団体数 2,000 － 2,112 －

保健・医療・福祉等 NPO 数 110 263 235 89.4%

■課題等：地域のつながりの再構築のもと、住民が自主的・主体的に地域の福祉課題に対

して、支え合いにより解決を図って（制度外サービス提供）いく福祉コミュニ

ティの創造に向けた取り組みが必要

□県では、民生委員活動を支援。現在、4,379 人（H19 年定数）の民生委員が、地域の

相談に応じ必要な支援に繋げるなど、身近な地域福祉の担い手として活動

■課題等：民生委員に期待される役割も、増大するとともに、多様化・複雑化

□県社協と 3９市町村社協においてボランティアセンターが設置され、ボランティア活

動の振興に向けた支援等を実施。県では、県ボランティアセンターの運営を支援

15 年度末状況 20 年度末目標 19 年度末 目標達成状況

ボランティアセンター設置市町村数 68(85.0％) 全市町村 39 92.9％

登録ボランティア団体数 1,676 － 1,940 －

登録ボランティア人数 89,255 － 79,468 －

■課題等：地域におけるボランティア活動振興拠点として、センターの一層の機能と認

知度向上等が必要

③社会福祉協議会の現状

□県では、本県地域福祉の中核的な推進母体である県社協の運営を支援

■課題等：県社協及び市町村社協は、地域福祉の推進母体としての機能を一層発揮し、特

に地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実に向けたコーディネー

ト力等を強化していくことが必要

(3)本県地域福祉の推進現況（第１期岐阜県地域福祉支援計画の成果と課題）

※20 年度末目標は第 1 期岐阜県地域福祉支援計画策定時の目標値、①市町村地域福祉の策定状況以外の目標達成状況は
同目標値に対する 19 年度末時点における達成率

※各表中の市町村数については、15 年度末状況では 80 市町村、平成 19 年度末数値については 42 市町村が対象
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④支え合う福祉の「心」の醸成に向けた取り組みの現状

□県では、小・中・高等学校、特別支援学校における福祉教育を支援。現在まで、約８割

の学校においてモデル事業が実施され、学校現場での福祉教育の定着がみられる。

15 年度末状況 20 年度末目標 19 年度末 目標達成状況

モデル事業実施市町村数 76(95.0％) 全市町村 39 92.9％

県モデル事業実施学校数（実施率） 486(68.5％) － 551(80.8％) －

■課題等：モデル事業の成果を踏まえ、学校から地域への福祉学習活動の波及が必要

⑤地域での支え合いを担う人材の育成状況

□県社協には福祉活動指導員、市町村社協には福祉活動専門員が配置され、ふれあいサ

ロン活動をはじめ地域での支え合い活動を支援。また、ボランティアセンター設置済

の 39 市町村社協のすべてにボランティア振興を担う専門人材であるボランティアコ

ーディネーターが配置。県では、県社協の福祉活動指導員と県ボランティアセンター

のコーディネーターの人件費を含む活動を支援

15 年度末状況 20 年度末目標 19 年度末 目標達成状況

コーディネーター設置市町村数 51(63.8％) 全市町村 39 92.9%

■課題等：福祉活動指導員、福祉活動専門員、ボランティアコーディネーターには、地域

での支え合い活動に関する企画提案力とコーディネート力等の向上が一層期

待。 
地域での支え合い活動発展にあたりコーディネート役である福祉活動専門員が

他業務で忙しく、活動住民に対する支援が十分に担えていないことが懸念

⑥福祉を担う人材の確保・資質の向上に向けた取り組みの現状

□県では、県福祉人材センター（県社協委託）を設置し、事業者の人材確保を支援

H15 H16 H17 H18 H19

就職斡旋件数 187 124 74 54(注) 25

■課題等：中長期的にも福祉人材の確保が大きな課題。県人材センターにおいても、そ

の機能を一層充実することが急務

□県では、県福祉研修センター（県社協）の運営を支援し、体系的な研修の実施等によ

り社会福祉従事者の養成と資質向上を促進

H15 H16 H17 H18 H19

研修会参加者数 2,513 3,227 3,326 1,951 2,101

■課題等：質の高い福祉サービス提供が求められる中、事業者による中長期的な視点に

立った従事者の養成と資質の向上への取り組みが必要

□県では、民生委員に対して経験年数や役割に応じた研修等を実施し、必要な知識・技

術の習得を支援

H15 H16 H17 H18 H19

研修会参加者数 3,020 3,390 3,422 3,631 3,496

■課題等：各々異なる地域の実情に応じたノウハウ・情報の蓄積・習得のため、地域毎

での研修会、研究会、情報交換会等の充実も必要

(注) H18 からシステム変更
により過年度との単純
比較は困難



25

⑦福祉サービスの質の向上に向けた支援状況

□県では、社会福祉事業者による第三者評価の受審促進に向け、16 年度から評価基準の

策定、第三者評価機関の育成と認証、広報など制度の円滑な定着と普及を図ってきた。

H16 H17 H18 H19

第三者評価受審事業者数（実施率） 0 7(1.0%) 230(19.0%) 246(19.1%)

うち地域密着サービス事業者 － － 213(100%) 236(100%)

■課題等：省令で義務付けられている地域密着型サービス以外の事業者についても、積

極的に第三者評価に取り組むことが必要

□県では、良質かつ適切、安定した福祉サービスの提供に向け、18 年度から社会福祉法

人に対する指導監査事務を現地機関（振興局）から県庁に一元化し、監査体制を強化

H17 H18 H19

社会福祉法人に対する法人監査実施件数 237 234 210

■課題等：社会福祉法人にも、中長期的な視野からの安定した経営戦略が必要

⑧専門的相談機関の充実及び広域的な相談対応ネットワークの整備状況

□県では、専門的・広域的相談機関を設置し、市町村による相談対応を支援。

17 年度には広域的な相談ネットワークの要として福祉総合相談センターを設置

H15 H16 H17 H18 H19

９機関の相談対応件数の総計 17,627 21,815 31,627 48,600 43,177

■課題等：県内関係機関の一層の連携強化や、専門的・広域的な役割を担う県の相談機関

の一層の機能強化が必要

⑨福祉サービス利用者の権利・利益の保護に向けた取り組みの現状

□県では、認知症高齢者など判断能力が十分でない人の財産や権利を保護するため、県社

協による福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理などを行う日常生活自立支援制度

の実施を支援

H15 H16 H17 H18 H19

制度利用件数 113 159 201 224 319

■課題等：一層の制度利用が期待され、地域の関係機関との連携のもと、制度の利用を必

要としている方を掘り起こす相談対応やネットワーク体制の強化が必要

□県では、福祉サービスに対する適切かつ円滑な苦情解決に向け、事業者に対して法に基

づく苦情解決責任者、第三者委員等の設置を指導。また、事業者段階では解決できない

苦情対応のために県社協が設置した運営適正化委員会の運営を支援

15 年度末状況 20 年度末目標 19 年度末見込 目標達成状況

苦情解決担当者配置事業者数 598(48.7%) 950(77.4%) 1,349(82.5%) 106.6%

苦情解決責任者配置事業者数 588(47.9%) 930(75.8%) 1,351(82.6%) 109.0%

第三者委員配置事業所数 421(34.3%) 670(54.6%) 1,070(65.4%) 119.8%

■課題等：事業者による円滑かつ適正な苦情解決のため、全事業者による苦情解決責任者、

第三者委員等の配置が必要。運営適正化委員会の一層の認知度向上が必要
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※H21 年 1 月 1 日現在

■見守りネットワーク活動 ※他の基盤となるサービス

要支援者に対して、近隣住民、福祉委

員、ボランティア、民生委員等が連携し

て声かけ・訪問等を行い、問題の発見時

には必要に応じて問題を共有し、解決の

ための話し合い（調整）を行うことがで

きるような組織的な活動

約５１％

（約 2,721／5,359

自治会等内で実施）

■要援護者支援マップづくり（災害時の避難支援）

要支援者を地図上に明記し、近隣住

民、福祉委員、ボランティア、民生委員

等による話し合いによって、日常的な見

守り活動や、災害時の避難支援等につい

て検討する活動

約３１％

（1３／42

市町村で作成）

■ふれあいサロン活動（高齢者）

高齢者の生きがいづくり、健康づくり

などを目的に、参加者とボランティア等

が内容を企画し、ともに運営していく活

動

約４２％

（約 2,026／4,830

自治会等内で実施）

■住民参加による配食サービス

地域住民相互のふれあいや交流を主

な目的として、調理から配達までを住民

参加により行い、定期的な食事の提供を

通じて要支援者の早期発見、孤立防止、

見守りなどを行う活動

約４７％

（約 178／382 小学校

区内で実施）

■助け合い（生活支援）活動 ※介護保険の訪問（ホームヘルプ）サービスに相当

要支援者の在宅生活を支えるため、利

用者と提供者が予め会員として登録し、

清掃、洗濯、買物、除雪などの日常生活

を支援する地域住民による活動

約７％

（約 27／382 小学校区

内で実施）

■宅幼老所の運営 ※介護保険の通所（デイ）サービスに相当

健康づくり、介護予防、子育て支援等、

高齢者や子育て中の親の継続的な交

流・学習・相談を行うため、空き教室、

空き店舗、民家等を活用して、地域での

支え合い活動の拠点となるたまり場を

地域住民が運営する活動

約１０％

（約 38／382 小学校区

内で実施）

(4)制度外サービスの提供状況

※資料：県まとめ

※集計結果には各市町村における推計値を含む。また、推計不可能又は実施状況未把握の市町村は実施率の

計算から除外

自治会・町内会を範囲とした活動

小学校区（連合自治会）を範囲とした活動
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市町村 自治会
等数

小学校
区数

見守りネットワー
ワーク活動

高齢者サロン活動 要援護者支援マップ

岐

阜

圏

域

岐阜市 ２，５７３ ４８ 14 支部社協で実施 市内 201 ヶ所で実施 未作成

羽島市 １１２ ９ １１２( １００％) ４６(４１．１％) 作成中

各務原市 ３７６ １７ ２７３(７２．６％) 市内 60 ヶ所で実施 作成済

山県市 １５６ １１ ０ 市内 29 ヶ所で実施 未作成

瑞穂市 ９５ ７ ０ ３０(３１．６％) 未作成

本巣市 １１８ ８ ０ ５６(４７．５％) 未作成

岐南町 ３５ ３ ０ ０ 作成中

笠松町 ５６ ３ ０ ６(１０．７％) 未作成

北方町 ４７ ３ ０ ４( ８．５％) 作成済

圏域 計 ３，５６８ １０９ ３８．７％ ２３．２％ －

西

濃

圏

域

大垣市 ４９６ ２２ 20 支部社協で実施 １７８(３５．９％) 作成済

海津市 ２３３ １０ ２３０(９８．７％) ３９(１６．７％) 作成済

養老町 １３１ ７ ０ 7 小学校区内で実施 作成中

垂井町 １３６ ７ １３６( １００％) 町内 14 ヶ所で実施 未作成

関ヶ原町 ５１ ３ 未把握 ３９(７６．５％) 未作成

神戸町 ５２ ４ 未把握 １０(１９．２％) 未作成

輪之内町 ２５ ３ ２５( １００％) １( ４．０％) 作成中

安八町 ２６ ３ ０ １( ３．８％) 未作成

揖斐川町 １２６ ９ 未把握 町内 70 ヶ所で実施 作成中

大野町 ４８ ６ ４８( １００％) ９(１８．８％) 未作成

池田町 ４６ ５ ４６( １００％) ４１(８９．１％) 作成済

圏域 計 １，３７０ ７９ ５１．６％ ３３．１％ －

中

濃

圏

域

関市 ５７９ １９ 19 小学校区内で実施 19 小学校区内で実施 未作成

美濃市 ６７ ６ 1 小学校区内で実施 6 小学校区内で実施 作成中

美濃加茂市 １８６ ９ 9 小学校区内で実施 ５５(２９．６％) 作成中

可児市 １３６ １１ 2 小学校区内で実施 市内 20 ヶ所で実施 作成済

郡上市 １０７ ２２ ０ ８０(７４．８％) 作成済

坂祝町 １８ １ ０ １８( １００％) 未作成

富加町 ２３ １ ０ ０ 未作成

川辺町 １２ ３ ０ １１(９１．７％) 作成済

七宗町 ３２ ２ ３２( １００％) ５(１５．６％) 作成済

八百津町 ７９ ６ ７９( １００％) 町内 34 ヶ所で実施 作成済

白川町 ６７ ５ ６７( １００％) ４０(５９．７％) 作成中

東白川村 ２０ １ ２０( １００％) ２０( １００％) 作成済

御嵩町 ７２ ３ ０ １８(２５．０％) 作成済

圏域 計 １，３９８ ８９ ７１．８％ ７１．７％ －

東

濃

圏

域

多治見市 ４５３ １３ 13 小学校区内で実施 13 小学校区内で実施 未作成

中津川市 １７１ １９ 15 支部社協で実施 15 支部社協で実施 未作成

瑞浪市 １１３ ７ ０ 未把握 作成済

恵那市 ４９６ １５ ０ 13 小学校区内で実施 未作成

土岐市 ２６９ ９ ０ 市内 9 ヶ所で実施 作成中

圏域 計 １，５０２ ６３ ７．６％ ２６．６％ －

飛

騨

圏

域

高山市 ２８５ １９ ２８５( １００％) １６５(５７．９％) 未作成

飛騨市 ２４０ ６ ２４０( １００％) ６（ ２．５％） 未作成

下呂市 １０９ １５ ７３(６７．０％) ５０(４５．９％) 作成中

白川村 １６ ２ ０ １６( １００％) 作成中

圏域 計 ６５０ ４２ ９２．０％ ３６．５％ －

推計値 ８，４８８ ３８２ ２，７２１（５０.８％） ２，０２６(４１.９％） １３市町村（３１.０％）

※資料：県まとめ
※集計結果には各市町村における推計値を含む。また、推計不可能又は実施状況未把握の市町村は実施率の

計算から除外

自治会・町内会を範囲とした活動
※H21 年 1 月 1 日現在
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市町村 自治会

等数

小学校

区数

住民参加による

配食サービス

助け合い（生活支援）

活動

宅幼老所、宅老所

の運営

岐

阜

圏

域

岐阜市 ２，５７３ ４８ ０ ０ 市内 1 ヶ所で実施

羽島市 １１２ ９ ６(６６．７％) ０ ０

各務原市 ３７６ １７ ３(１７．６％) ７(４１．２％) ９(５２．９％)

山県市 １５６ １１ 1 旧小学校区で実施 １( ９．１％) ０

瑞穂市 ９５ ７ ２(２８．６％) ０ ０

本巣市 １１８ ８ ８( １００％) ０ ０

岐南町 ３５ ３ ０ ０ ０

笠松町 ５６ ３ ３( １００％) ０ ０

北方町 ４７ ３ ３( １００％) ０ 町内 1 ヶ所で実施

圏域 計 ３，５６８ １０９ ２３．９％ ７．３％ １０．１％

西

濃

圏

域

大垣市 ４９６ ２２ ２０(９０．９％) ０ 市内 1 ヶ所で実施

海津市 ２３３ １０ １０( １００％) １０( １００％) ０

養老町 １３１ ７ ７( １００％) ０ ０

垂井町 １３６ ７ ７( １００％) ０ ０

関ヶ原町 ５１ ３ ３( １００％) ０ ０

神戸町 ５２ ４ ４( １００％) ０ ０

輪之内町 ２５ ３ ０ ０ ０

安八町 ２６ ３ ０ ０ ０

揖斐川町 １２６ ９ ０ ０ ０

大野町 ４８ ６ ６( １００％) ０ ０

池田町 ４６ ５ ５( １００％) ０ ０

圏域 計 １，３７０ ７９ ７８．５％ １２．７％ １．３％

中

濃

圏

域

関市 ５７９ １９ １０(５２．６％) ０ ０

美濃市 ６７ ６ ０ ０ ０

美濃加茂市 １８６ ９ ９( １００％) ０ 市内 1 ヶ所で実施

可児市 １３６ １１ ０ 市内１ヶ所で実施 ０

郡上市 １０７ ２２ ３(１３．６％) ０ ０

坂祝町 １８ １ １( １００％) ０ ０

富加町 ２３ １ １( １００％) ０ ０

川辺町 １２ ３ ３( １００％) ０ ０

七宗町 ３２ ２ ２( １００％) ０ ０

八百津町 ７９ ６ ６( １００％) ０ １(１６．７％)

白川町 ６７ ５ ５( １００％) ２(４０．０％) ０

東白川村 ２０ １ １( １００％) ０ ０

御嵩町 ７２ ３ ３( １００％) ０ ０

圏域 計 １，３９８ ８９ ４９．４％ ３．４％ ２．２％

東

濃

圏

域

多治見市 ４５３ １３ １( ７．７％) ２(１５．４％) ５(３８．５％)

中津川市 １７１ １９ ７(３６．８％) ０ 市内 2 ヶ所で実施

瑞浪市 １１３ ７ ０ ０ 市内 2 ヶ所で実施

恵那市 ４９６ １５ ６(４０．０％) 市内１ヶ所で実施 ２(１３．３％)

土岐市 ２６９ ９ ０ ０ ０

圏域 計 １，５０２ ６３ ２２．２％ ７．９％ ２０．６％

飛

騨

圏

域

高山市 ２８５ １９ １７(８９．５％) ０ １１(５７．９％)

飛騨市 ２４０ ６ ６( １００％) ０ ０

下呂市 １０９ １５ ９(６０．０％) １( ６．７％) ０

白川村 １６ ２ ０ ０ ０

圏域 計 ６５０ ４２ ７６．２％ ２．４％ ２６．２％

推計値 ８,４８８ ３８２ １７８(４６．６％) ２７(７．１％) ３８( ９．９％)

小学校区を範囲（連合自治会）とした活動
※H21 年 1 月 1 日現在

※資料：県まとめ
※配食サービスについては、月 1 回以上の活動を対象とする。
※集計結果には各市町村における推計値を含む。また、推計不可能又は実施状況未把握の市町村は実施率の

計算から除外
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第３章 理念・施策体系・推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 住み慣れた家・地域において、家族や地域での「ふれあい」や「つながり」を大切に

しながら、いつまでも安心して暮らし続けることは、誰もの共通した願いです。高齢で

介護が必要となっても、病気や障がいがあっても、さらには病気や障がい等の程度に応

じた高度・専門的なケアを受けながらも、住み慣れた家（在宅）・地域において、個人

として尊重されながら、これまでと変わらない「その人らしい安心のある自立した生活・

人生」を送ることが望まれています。これは、個々の「生活の質」が問われているとも

いえます。 

 

 このためには、家（在宅）・地域での生活を支える地域の医療・保健・福祉・介護機

関等による制度化されたサービスに加えて、地域での支え合いによる制度の外にある福

祉サービスが整備・充実され、一人ひとりのニーズに沿った制度及び制度外のサービス

が包括的かつ継続的に提供される『地域包括ケア体制（システム）』の構築が不可欠で

す。 

 

 地域での支え合いによる福祉サービスは、単なるサービスやケア、困ったことの解決

にとどまらず、地域において人と人との「ふれあい」や「つながり」の中で生まれるも

のです。それは『心』が「ふれあう」「つながる」ことによる住民同士の「絆」や「つ

ながり」を深め強める営みであり、「生活の質」の向上のみならず、支え、支えられる

双方の喜びや生きがいといった、その地域で暮らし続ける意義をも深めるものと考えま

す。 

 

 本計画では、『住み慣れた地域において』いつまでも安心して暮らし続けるため、さ

らには、一人ひとりの「生活の質」の維持と向上を目指して、『住民自らが創り上げる』

支え、支えられる「共助」の社会実現－『福祉コミュニティの確立』を理念として掲げ

ます。 

(1)理念（目指すべき将来像） 

 
住み慣れた地域において住民自らが創り上げる『福祉コミュニティ』の確立 
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 理念の実現に向けての基本となる施策として、市町村、県社会福祉協議会、市町村社

会福祉協議会、民生委員をはじめ県内の医療・保健・福祉・介護関係機関・団体との連

携のもと、住民自らによる地域での支え合いによる制度外サービスの計画的な整備・充

実を支援するため「支え合いの地域力を高める『環境づくり』」、支え合い活動をはじ

め、特に緊急の課題である介護人材など福祉に携わる専門人材の確保と育成などに取り

組む「地域福祉を担う『人づくり』」、社会福祉事業者による良質な福祉サービスの安

定的な提供体制を整備・支援し、もって、利用者の利益保護に資するための「地域福祉

サービスの『基盤づくり』」の３つを、基本施策として掲げます。 

   

 また、３つの基本施策の推進のため９つの施策を掲げるとともに、９施策を２１の細

施策・事業に分け、２１の細施策・事業毎に現状と課題を分析のうえ、県としての今後

の取り組み方針等を設定しました。 

 なお、この 9 施策は、第２章の(3)「本県地域福祉の推進現況」にて整理した本県地

域福祉推進にあたっての９課題にも対応し、さらには社会福祉法と国策定指針で盛り込

むべきとされた施策項目とも整合するものとなっています。（※Ｐ４参照）  

 

■参考：市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画策定指針の在り方について（１人ひとり

の地域住民への訴え）平成14年1月28日・社会保障審議会福祉部会（※国策定指針）から抜粋 

 

「今こそ、共に生きるまちづくりの精神を発揮し、人々が手を携えて、生活の拠点である地域に根

ざして助け合い、生活者としてそれぞれの地域で誰もがその人らしい安心で充実した生活が送れ

るような地域社会を基盤とした福祉（地域福祉）の推進に努める必要がある。」 

 

「この際、1 人ひとりの地域住民に対して、社会福祉を限られた社会的弱者に対するサービスとし

てではなく、身近な日々の暮らしの場である地域社会での多様な人々の多様な生活課題に地域全

体で取り組む仕組みとしてとらえなおし、地域住民としてこれらの多様な生活課題に目を向け自

発的、積極的に取り組んでいただけるよう訴えたい。」 

 

■参考：「地域における『新たな支え合い』を求めて」（住民と行政の協働による新しい福祉） 

平成20年3月31日・これからの地域福祉のあり方に関する研究会報告から抜粋 

 

「公的な福祉サービスは分野ごとに発展してきたが、制度の谷間にあって対応できない問題がある

ほか、住民の多様なニーズについて、全て公的な福祉サービスで対応することは不可能であり、

また、適切でないことも明らかになってきている。」 

 

「地域は、隣人たちとの社会的な関係の中で、それぞれの住民が自分らしい生き方を実現していく

場であり、歳をとっても、障がいがあっても、住み慣れた地域で自分らしい生き方を全うできる

ことが、その人の尊厳を支えることになる。その意味で、地域の生活課題に取り組むことは、取

り組む側にとって自己実現につながるだけでなく、支援される者にとっても地域で自己を実現

し、尊厳ある生活が可能となるものである。」 
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１ 支え合いの地域力を高める「環境づくり」 
 

   (1)市町村地域福祉計画の策定・実践支援 

○制度外サービスの整備・充実に向けた実効性の高い市町村計画の策定・実践への

支援 
 

      (2)地域での支え合い活動の発展支援      

①市町村計画の実践としての地域での支え合い活動団体の設立・発展への支援 

②最も身近な地域福祉の担い手・民生委員の活動推進  

③県ボランティアセンターにおける各種情報提供及びマッチング支援 
 

   (3)社協機能の強化支援 

○本県地域福祉推進の中核的団体としての県社会福祉協議会の機能強化に向けた支援  
 

２ 地域福祉を担う「人づくり」 

 

   (1)支え合う福祉の「心」の醸成 

①各種フォーラムなど機会を捉えた地域での支え合い意識の高揚 

②地域ぐるみによる福祉学習の展開促進 

 

      (2)地域での支え合いを担う人材の育成 

①福祉活動指導員・福祉活動専門員のコーディネート力等向上に向けた支援 

②県ボランティアセンターにおけるボランティアコーディネーター研修支援 

③支え合い活動を担うリーダー等の発掘・育成支援 

 

      (3)福祉を担う人材の確保・資質の向上  

①福祉人材の安定した確保支援  

       ②福祉従事者への体系的・実践的な研修等による資質の向上 

           ③民生委員の活動強化に向けた各種研修会等の開催 

           ④子育てマイスターの確保・養成 

(2)施策体系 

 
住み慣れた地域において住民自らが創り上げる『福祉コミュニティ』の確立 

理念（目指すべき将来像） 
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３ 地域福祉サービスの「基盤づくり」 

 

      (1)福祉サービスの質の向上支援 

①社会福祉事業者による福祉サービス第三者評価の受審促進 

②利用者の声を的確に反映させたバリアフリー製品の製品化支援 

③社会福祉法人等の事業経営への支援 

 

      (2)専門的相談機関の充実及び広域的・重層的な相談対応ネットワークの整備 

①身体・知的障害者更生相談所、子ども相談センター等専門的相談機関の機能強化 

②福祉総合相談センターを中核とした広域的・重層的な相談対応ネットワークの 
整備 

 

      (3)福祉サービス利用者の権利・利益の保護 

①判断能力が不十分な方の財産・権利の擁護支援 

②福祉サービスに関する苦情を適切・円滑に解決する体制整備 
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各施策の策定にあたっては、国が示す要綱や指針等により規定された役割や責任分担

などにもとづき、その一層の明確化による効果的・効率的な推進体制の整備を図ること

としました。 

  特に、制度外サービスの整備・充実に関する各施策については、次のとおり県と市町

村をはじめ各主体間の役割や責任分担（県による市町村等に対する支援方針）を一層明

確にし、その施策の推進体制を整備することとしました。 

 

［制度外サービス整備・充実に向けた各主体の役割（県による市町村等に

対する支援方針等）］ 

 

○ 地域住民の一人ひとりには、地域における福祉課題を認識し、これに向き合いなが

ら支え合いによる解決方法を考え、行動（制度外サービスの提供活動）していくこと

が求められています。 

また、地域内の各活動団体、民生委員等は、相互に連携し、補い合いながら、その

活動を発展させていくことが必要です。 

 

○ 近年の福祉制度の改革により、住民への福祉サービスの提供については市町村中心

主義が確立しています。 

  制度外サービスについても、市町村は、市町村社会福祉協議会と連携し、住民参加

の仕組みをはじめ地域での支え合い活動の活発化に繋がる効果的な市町村地域福祉計

画の策定のもと、計画的な整備・充実に向け、コーディネーター（市町村社会福祉協

議会・福祉活動専門員）や拠点など住民活動に必要な環境・活動基盤を整備していく

役割を担います。 

 

○ 市町村社会福祉協議会は、地域福祉の推進を図ることを目的とする団体であり（社

会福祉法第109 条）、地域内の関係機関・団体の連携・協働の要として、活動団体

の組織化をコーディネートするとともに、各種団体が継続・発展した活動が展開でき

るよう、その支援を行います。 

 

○ 地域の医療・保健・福祉・介護の実施機関は、保有する専門知識・技術、施設など

の資源を活用し、住民活動を支援する役割が求められています。 

(3)推進体制 
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  提供する介護保険など制度化されたサービスの充実を図るとともに、制度及び制度

外サービスが包括的かつ継続的に提供される「地域包括ケア体制（システム）」の構

築に向け、一層の連携・ネットワーク化が必要です。 

 

○  県は、県社会福祉協議会とともに、制度外サービスの整備・充実に取り組む市町村、

市町村社会福祉協議会に対し、広域的な地方公共団体として、モデル事業や情報提供

などによる先駆的・先進的事例の普及促進、人材養成などの後方支援（バックアップ）

の役割を担います。 

 

○ 県社会福祉協議会は、市町村社会福祉協議会や県をはじめ、県内の関係機関の連携・ 

ネットワークの中核として、地域福祉推進に関する本県のシンクタンク機能や人材養

成、市町村社会福祉協議会等に対する支援施策の実施機関としての役割を担います。 
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第４章 基本施策１

支え合いの地域力を高める『環境づくり』

○制度外サービスの整備・充実に向けた実効性の高い市町村計画の策

定・実践への支援

①市町村計画の実践としての地域での支え合い活動団体の設立・発展

への支援

②最も身近な地域福祉の担い手・民生委員の活動推進

③県ボランティアセンターにおける各種情報提供及びマッチング支援

○本県地域福祉推進の中核的団体としての県社会福祉協議会の機能

強化に向けた支援

(1)市町村地域福祉計画の策定・実践支援

(2)地域での支え合い活動の発展支援

(3)社協機能の強化支援
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○制度外サービスの整備・充実に向けた実効性の高い市町村計画の

策定・実践への支援

１経緯・現状

地域福祉推進の中心計画となる市町村地域福祉計画は、平成１５年の改正

社会福祉法の施行により、その策定が努力義務とされました。

国策定指針が示すように市町村地域福祉計画の策定は、徹底した住民参

加・参画を経ることで各地域での支え合い（共助）の意識を高揚し、その計

画実践として、地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実を図る

有効な手法です。

なお、より多くの住民が参加と議論を重ねることは、地域の実情に応じた

福祉ニーズを的確に把握することにもなります。

県では、県内全市町村における策定を目指して、策定趣旨やその必要性の

普及とともに、策定方法に関する研修や講演会、個別相談などの支援を行っ

てきました。

平成 20 年３月末日現在で、24 市町村において計画が策定され、平成 21

年度末までには、全ての市町村において策定される予定です。

さらに、計画期間は概ね５年間とされており、平成 20 年度には４市町村

において第二期計画が策定される予定です。

■市町村計画の策定状況

～H16 H17 H18 H19 H20予定 H21予定 計

１期計画策定市町村 １０ １ ４ ９ １３ ５ ４２

２期計画策定市町村 － － － － ４ ５ ９

※H21 年 2 月 10 日現在・県まとめ

２課題

地域での支え合いによる制度外サービスの計画的な整備・充実に向け、市

町村地域福祉計画は、その実効性を高めていく必要があります。

このため、市町村地域福祉計画の策定にあたっては、計画実践を見据えて、

住民参加の徹底はもとより、地域での支え合い活動へのコーディネート支援

(1)市町村地域福祉計画の策定・実践支援
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等を担う市町村社会福祉協議会との連携が必要不可欠です。

３方針

県では、県社会福祉協議会との連携のもと、市町村に対し、住民参加の機

会となる地区福祉懇談会（注１）の開催をはじめ市町村社会福祉協議会と連

携した実効性の高い計画策定手法とノウハウの提案や提供（注２）と、計画

実践にあたっては、地域ニーズを的確に踏まえた活動団体の設立支援や団体

の活動発展支援などにより、計画策定から実践までを切れ目無くトータルで

支援します。

→「基本施策１の(2)の①」参照

（注１）地区福祉懇談会：市町村社協の支援のもと、主に小学校区（連合自治会）単位
で、住民自らが地域の福祉課題と、その解決方法を話し合うことで意識を高揚
し、具体的な行動（制度外サービス提供）に繋げる取り組み。
県内においては、20 市町村内において取り組まれ、県内開催率は４２％

県内の開催対象地区 うち開催地区数 開催率

３８２ １６１ ４２．１％

※H21 年 1 月 1 日現在・県まとめ

（注２）県社協と連携して市町村に対し「地域福祉計画の策定及び実践について」を提
案（H19 年 6 月策定、21 年 3 月改定）（P102 参照）

また、県社会福祉協議会との連携のもと、市町村と市町村社会福祉

協議会が取り組む、市町村地域福祉計画策定時における住民参加・参

画の機会ともなる地区福祉懇談会の開催と運営を支援します。

→「基本施策１の(2)の①」参照

なお、平成 19 年の国通知（注）により新たに市町村地域福祉計画へ

盛り込むこととされた「災害時における要援護者の支援方策」につい

ては、要援護者に係る情報の把握・共有や安否確認方法など必要な事

項を岐阜県地域防災計画に基づく「岐阜県・災害時要援護者支援対策

マニュアル」としてマニュアル化し、各市町村における、日頃からの

要援護者に関する情報の適切な把握を通した災害時など緊急事態の

際の、迅速かつ適切な支援体制の整備を支援します。

（注）平成 19 年 8 月 10 日付け「市町村地域福祉計画の策定について」
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→Ｐ107 参照

■市町村と市町村社協との連携による､実効性の高い計画策定プロセス（例）

市町村社協による地区福祉懇談会の体制づくり

※概ね小学校区単位で、地区福祉懇談会を定期的に開催

STEP１

地区福祉懇談会を活用した、地区毎での住民意見の集約STEP2

市町村地域福祉計画及び市町村社協地域福祉活動計画の策定

※市町村計画：主に住民と市町村の役割とされた事業等

※市町村社協計画：主に住民と市町村社協の役割とされた事業等

地区福祉懇談会の結果を、地区毎の地域福祉活動計画として策定

STEP3

地区毎での計画実践（地域での支え合いによる

制度外サービスの整備・充実）

STEP4

県

・

県

社

協

支援

支援

支援

支援
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① 市町村計画の実践としての地域での支え合い活動団体の設立・発

展への支援

１経緯・現状

自治会等の範囲では、「見守りネットワーク活動（実施率約 51％）」を

はじめ、地域の実情に応じて「要援護者支援マップづくり（作成率約 31％）」、

「ふれあいサロン活動（実施率約４２％）」など、地域住民による福祉サー

ビスの提供が広がっています。

一方、連合自治会（小学校区）の範囲では、「配食サービス（実施率約

47％）」は活発ですが、それ以外の「助け合い（生活支援）活動（実施率約

７％）」、宅幼老所の運営（実施率 10％）」については、取り組みは低調

な状況にあります。

これらサービスを提供する活動体としては、自治会・町内会等が母体とな

った団体や、特に小学校区（連合自治会）範囲では、市町村社会福祉協議会

の支援のもと、連合自治会等を母体とした「支部社協（組織化率５４％）」

の組織化が進んでいます。

また、自治会など地縁に基づいた組織とともに、ある特定の目的のもと組

織化されたボランティア団体（把握数：2,112 団体）や、特に近年、ＮＰＯ

法人も着実に増えつつ（福祉等関係：235 団体）あり、地域において重要な

福祉サービスの担い手として、意欲的な活動が展開されています。

さらに、「民生委員（厚生労働大臣から 4,379 人に委嘱）」には、各地

域における活動の中心的な担い手ともなっていただいています。

県では、各地域での民生委員活動を支援するとともに、平成 15 年度から

は、地域の福祉課題を地域で解決していく仕組みとして、「ふるさと福祉村」

の設立を推進してきました。

平成 17 年度には「公益信託ぎふ NPO はつらつファンド」を設立し、NPO

法人の活動内容に応じた支援に取り組んでいます。

また、平成 16 年国通達（注）による NPO 等によるボランティア輸送とし

ての有償運送（以下「福祉有償運送」という。）の制度化にあたっては、国

と市町村との連携のもと、県内における NPO 等による円滑な身体障がい者

(2)地域での支え合い活動の発展支援
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等への移送サービスの開始を支援しました。

なお、ふるさと福祉村事業は、市町村や市町村社会福祉協議会などとの連

携が不十分であったことや、その運営基盤が脆弱であったことなどが指摘さ

れ、平成１９年度から支援制度を見直したところです。
（注）平成 16 年 3 月６日付け「福祉有償運送及び過疎地有償運送に係る道路運動法第

80 条第１項による許可の取扱いについて」。なお、平成 18 年 10 月 1 日付けで道
路運送法が改正・施行され、福祉有償運送に係る規定が整備された。

■地域での支え合いによる制度外サービスの提供状況

自治会・町内会を範囲とした活

動

見守りネットワーク活動 実施率：５０．８％

要援護者支援マップづくり 実施率：３１．０％

ふれあいサロン活動 実施率：４１．９％

小学校区（連合自治会）を範囲

とした活動

配食サービス 実施率：４６．６％

助け合い（生活支援）活動 実施率： ７．１％

宅幼老所の運営 実施率： ９．９％

※H21 年 1 月 1 日現在・県まとめ
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■制度外サービスを担う主な団体の状況

活動・団体名 活動範囲 H15 H16 H17 H18 H19

自治会等 自治会等 － － － － 8,689

ふれあいいきいきサロン － － 1,048 1,520 1,452

実施率 － － － － 40%

民生委員(人) 4,320 4,351 4,358 4,358 4,379

うち、主任児童委員 499 505 506 506 505

福祉委員(人) 6,133 － 4,715 5,408 5,978

地域福祉推進支援事業によ

る活動団体
※H19 から設立

8

2 市町小学校区

連合自治

会等

連合自治会等 － － － － 385

支部社協数 187 187 200 204 209

実施市町村（社協）数 18 － 19 20 19

組織化率(%) － － － － 54%

地区福祉懇談会数 － － － － 177

実施市町村（社協）数 13 － 24 23 20

実施率(%) － － － － 46%

ボランティア団体数 その他 2,000 2,387 1,807 1,846 2,112

人数 122,849 117,759 89,010 98,175 89,553

ＮＰＯ法人数 200 270 357 440 474

うち保健、医療又は福祉

の増進
70 90 120 148 156

うち福祉有償運送 ※H17から制度化 24 31 31

うち社会教育の推進 18 21 27 31 34

うち男女共同参画社会形

成促進
2 2 2 3 3

うち子どもの健全育成 20 23 31 39 42

ふるさと福祉村数 18 35 42 43 43

※出典： 社協関係（自治会等、ふれあいいきいきサロン、福祉委員、連合自治会等、
支部社協、地区福祉懇談会、ボランティア）は県社協まとめ
その他（民生委員、地域福祉推進支援事業による活動団体、ＮＰＯ法人、

ふるさと福祉村）は県まとめ
（注）各数値について、連合自治会と支部社協と地区福祉懇談会など重複している場合

がある。
（注）上記の他、日赤奉仕団、老人クラブ、子ども育成会などが地域で活動
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２課題

増加する要支援者の地域（在宅）での生活を支えていくためには、

制度化されたサービスに加えて、地域での支え合いによる制度外のサ

ービスが整備・充実され、一人ひとりのニーズに添って制度及び制度

外サービスが包括的かつ継続的に提供される『地域包括ケア体制（シ

ステム）』の構築が求められています。

このためには同時に、地域のつながりの再構築のもと、住民が自主的・主

体的に地域の福祉課題に対して、支え合いにより解決を図って（制度外サー

ビス提供）いく福祉コミュニティの創造に向けた取り組みが必要となります。

３方針

県では、県社会福祉協議会との連携のもと、次により、市町村地域福祉計

画の実践等として、市町村と市町村社会福祉協議会による、支え合いの福祉

コミュニティ創造に向けた制度外サービスを担う活動団体の設立や、拠点づ

くりを契機とした活動発展のための基盤・体制整備などへの取り組みを支援

します。

○ 県、市町村、市町村社協などからなる圏域ごとの「圏域別地域福祉推進

協議会」による活動を強化し、地域での支え合い活動発展をはじめとする

地域福祉施策の一体的・体系的・計画的な推進体制の構築を図ります。

圏域別地域福祉推進協議会では、特に、制度外サービスの整備状況等を

把握と評価のうえ、地域での支え合い活動の発展に向け、きめ細かい支援

を実施します。

○ 地域の福祉課題の解決に向けて、県民一人ひとりが自主的・主体的に行

動しようとする「支え合いの意識」の高揚を図ります。

→「基本施策２の(1)」参照

○ 地区福祉懇談会は、地域住民自らが地域における福祉課題を認識し、こ

れに向き合いながら支え合いによる解決方法を考え、行動（制度外サービ

スの提供）するきっかけとなる取り組みです。

このため、県社協との連携のもと、市町村と市町村社協が取り組む地区

福祉懇談会の開催と運営を支援します。

○ 市町村による、地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実を
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図る実効性の高い市町村地域福祉計画の策定を支援します。

→「基本施策１の(1)」参照

○ 地域福祉の推進母体である市町村社協の機能強化に向けた、県社協によ

る取り組みを支援します。

特に、市町村社協・福祉活動専門員による、地域での支え合い活動支援

に関するノウハウと情報の蓄積や、コーディネート力と企画提案力の向上

に向けた取り組みを支援します。

→「基本施策１の(3)」、「基本施策２の(2)の①」参照

○ 市町村と市町村社協が、市町村計画等の実践として、地域での支え合い

活動団体の設立に取り組む場合に、県社協と連携し、ノウハウ等の提供と

助成制度により支援します。

なお、団体設立支援にあたっては、地域内の医療・保健・福祉・介護な

ど関係機関や既存の支え合い活動団体との連携・ネットワークの構築や、

団体設立後の活動財源の確保の観点に、特に留意します。

○ 地域内の制度サービスを含めた各福祉サービスの一層の連携・ネットワ

ーク化のもと、一体的・一元的・計画的に地域での支え合い活動の整備・

充実・発展を図っていくため、互いの顔が見える最大のエリアともいえる

小学校区を支え合いによる制度外サービスの中核単位として位置づけ、そ

の再構築を促進します。

このため、市町村と市町村社協が、概ね小学校区毎に、地域での支え合

い活動の発展基盤であり、地域の関係機関・団体の一層の連携・ネットワ

ーク化の契機、さらには、地域のつながりの再構築による福祉コミュニテ

ィのシンボルともなる活動の拠点づくりに取り組む場合に、県社協と連携

し、ノウハウ等の提供と助成制度により支援します。

○ 特に、県社協との連携のもと、地域の要支援者を把握し、他の制度外サ

ービスの基盤となる見守りネットワーク活動と要援護者支援マップづくり

（災害時の避難支援）について、県内全域での速やかな整備・充実に向け

て支援します。

なお、ＩＴの活用や、傾聴ボランティアの充実による活動強化など先駆

的な手法について検討します。
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○ 岐阜県地域防災計画に基づく「岐阜県・災害時要援護者支援対策マ

ニュアル（平成１８年 7 月改定）」において、要援護者支援マップづ

くり（災害時の避難支援）をもとにした地域の要支援者への見守りネット

ワーク活動や避難支援等に関する具体的方法をマニュアル化するとと

もに、市町村や関係機関等を交えた検討会・研修会の開催、先進事

例の紹介などにより、市町村による取り組みを支援します。

○ 県社協との連携のもと、県内外の先駆的・モデル的な地域での支え合い

活動事例について、事例報告会、研修会の開催や、各種情報提供などをは

じめ、速やかに県内へ普及させていく仕組みづくりに取り組みます。

○ 社団法人岐阜県医師会、社団法人岐阜県歯科医師会、社団法人岐阜県看

護協会、県社会福祉協議会等との連携のもと、ふれあいサロン活動などで

の地域住民自らによる専門的・効果的な健康づくり・介護予防活動の充実・

活発化に向けた体制づくりに取り組みます。

○ 県内各地域における制度外サービスの整備・充実状況を踏まえつ

つ、社団法人岐阜県医師会、社団法人岐阜県歯科医師会、社団法人岐阜県

看護協会、市町村、県社会福祉協議会等との連携のもと、本県の実情に応

じた「地域包括ケア体制（システム）」の構築に向けて、調査・研究に取

り組みます。

県 県地域福祉支援計画

市町村 各市町村で策定市町村計画の策定

圏域別地域福祉
推進協議会

各地域で設立活動団体

市町村社協

県社協

県

実務担当研修会等（県社協）

★コーディネート力向上

シンポジウム等（県社協）
★普及啓発・機運の醸成

地域連携調整会議（県社協）
★地域関係機関の連携体制構築

各種研究会等（県社協）

★企画提案力の向上

★ノウハウ・情報の蓄積

設立コーディネート支援

設立準備経費補助

補助等支援

補助等支援

連携体制構築支援

■地域福祉の一体的・体系的・計画的な推進体制の構築
（地域での支え合い活動団体の設立の場合）

支援

計画実践
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②最も身近な地域福祉の担い手・民生委員の活動推進

１経緯・現状

民生委員は、民生委員法に基づき厚生労働大臣から委嘱され、身分的には

特別職の地方公務員とされています。

民生委員は、市町村や市町村社会福祉協議会をはじめ地域の関係機関との

連携・協働のもと、地域で支援を必要とする方の生活状況などを適切に把握

するとともに、支援を必要とする方の相談に応じ、情報提供や必要な援助に

繋げるなど、最も身近な地域福祉の担い手となっていただいています。

また、災害時における対応として、平成 18 年度から「民生委員・児童委

員発 災害時一人も見逃さない運動」により、全国的に減災・防災に向けた

取り組みが展開され、「見守りネットワーク活動」や「要援護者支援マップ

づくり(災害時の避難支援)」に繋がっています。

県内においては、平成 20 年 3 月現在、4,379 名（注）の方に委嘱されて

います。

（注）民生委員・児童委員数：3,874 人、主任児童委員：505 人の計

県では、日々の活動費に対する支援のほか、各種研修会などによる民生委

員の資質向上や、地域毎に設置された民生委員児童委員協議会を単位とした

組織的な活動に対する支援を行ってきました。

■岐阜県の民生委員活動

相談支援件数 活動件数

訪問回数 活動日数在宅介護 日常的な

支 援

生活費 調査・

実態把握

地域福祉

活動

要援護児童

発見の通告

・仲介

H15 142,981 29,555 17,654 12,617 323,816 54,423 85,456 3,548 432,811 444,330

H16 130,186 24,694 17,544 13,232 330,613 54,408 88,943 3,328 435,616 442,009

H17 127,039 20,015 19,957 10,949 336,760 57,006 98,614 3,059 459,593 461,164

H18 127,749 19,752 21,389 10,490 342,286 55,449 102,262 3,015 456,254 474,086

H19 124,980 17,979 25,436 9,645 358,458 56,500 108,956 1,927 478,765 478,619

※「福祉行政報告例」厚生労働省

２課題

地域の福祉課題が増大するとともに、児童虐待、孤独死、悪質商法・詐欺

行為、防災・減災対策など多様化・複雑化・潜在化・深刻化する中、民生委
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員に期待される役割もまた、増大するとともに、多様化・複雑化してきてい

ます。

このため、民生委員の役割の増加、負担感などを理由として、民生委員の

なり手が不足しているという状況にもあります。

３方針

県では、市町村、県社会福祉協議会等との連携のもと、民生委員の適正配

置のほか、認知度と社会的評価の一層の向上、実践的な研修会等による資質

の向上、地域の関係機関との連携強化や民生委員児童委員協議会の活性化支

援など、次により、住民に最も身近な地域福祉の担い手である民生委員の一

層の活動強化を推進します。

○ 民生委員活動の一層の効率的かつ効果的な推進に向け、市町村との連携

のもと、民生委員の適正配置に取り組みます。

○ 民生委員の役割と活動内容に関する広報啓発や、民生委員に対する表彰

などにより、県民の理解・認知度と社会的評価の一層の向上を図ります。

○ 増大、多様化・複雑化・潜在化・深刻化する地域の福祉課題に対する適

切かつ迅速な相談と援助活動に向け、民生委員の経験年数や役割に応じた、

きめ細かく実践的な研修会、研究会を開催します。

→「基本施策２の(3)の③」参照

○ 民生委員と、地域の関係機関・団体との連携・ネットワークの一層の強

化を支援します。特に、個人情報に関する市町村との連携強化に向け、市

町村や関係機関等を交えた検討会、研修会の開催を支援します。

→「基本施策 1 の(2)の①」、「基本施策２の(3)の③」参照

○ 各地域での民生委員児童委員協議会の活動の活性化を支援します。

→「基本施策２の(3)の③」参照
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■民生委員活動の推進

子ども相談センター等専門機関

社会福祉施設

医療機関

自治会

警察

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

県

・民生委員の適正配置

・県民の認知度向上・社会的評価の一層の向上

・きめ細かく実践的な研修会等の開催による

資質の向上

・市町村等関係機関との連携強化支援

・地域の民生委員児童委員協議会の活動支援

社会福祉協議会

活動支援

市町村

連携

要支援者

親族

民生委員

近隣住民

友人等

相
談

支
援

（民生委員児童委員協議会）

★役割

・地域の要支援者の生活状況などを

的確に把握

・要支援者からの相談に応じ、情報

提供や必要な援助に繋げる 等
福祉委員
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③県ボランティアセンターにおける各種情報提供及びマッチング支援

１経緯・現状

昭和 48 年の国指針（注）以降、県や市町村におけるボランティア

活動の振興拠点として、県社会福祉協議会と市町村社会福祉協議会内

にボランティアセンター（当時の名称は「奉仕銀行」）が順次設置さ

れてきました。

岐阜県ボランティアセンターでは、地域住民による活動形態の多様

化を受け、平成 18 年 4 月に名称を「岐阜県ボランティア・市民活動

支援センター（以下「県ボランティアセンター」という。）」に改称

し、福祉サービスを必要とする方への生活支援という観点から、各種

ボランティア活動の振興拠点を目指した取り組みを展開しています。

平成 20 年 3 月現在、県社会福祉協議会と 39 市町村社会福祉協議

会内にボランティアセンターが設置され、ボランティア活動をしたい人

と、ボランティアによる援助を必要とする人とをつなぐマッチング機能のほ

か、ボランティア意識の醸成、情報提供、研修会等による人材育成な

どが行われ、平成 19 年 10 月現在で、県内で活動するボランティア

の約９割にあたる約 1,900 団体、７万 9 千人が県や市町村のボランティ

アセンターに登録されています。

（注）昭和 48 年６月 19 日付け「奉仕銀行の運営について」

県では、市町村ボランティアセンターの各種活動を支援するため、

県社会福祉協議会が設置した県ボランティアセンターの運営と事業

を支援してきました。

■ボランティア団体数とボランティアセンターへの登録団体数等

H15 H16 H17 H18 H19

ボランティア団体数（把握） 2,000 2,387 1,807 1,846 2,112

ボランティア団体登録数 1,676 2,131 1,553 1,703 1,940

登録率（％） 83.8 89.3 85.9 92.2 91.9

ボランティア数（把握） 122,849 117,759 89,010 98,175 89,553

ボランティア登録人数 89,255 96,335 69,481 78,347 79,468

登録率（％） 72.7 81.8 78.1 79.8 88.7

※県ボランティアセンターまとめ。（把握）とは各市町村社協による調査結果
を基にした数値。なお、H16 と H17 以降の数値に大差があるのは、市町村合
併を契機に精査したことによる。
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２課題

増大、多様化・複雑化・潜在化・深刻化する地域の福祉ニーズに応

えていくためには、様々な活動を担うボランティアやボランティア団

体の掘り起こしと育成が必要です。

また、県民誰もが何らかのボランティア活動に参加するようなきっ

かけづくりや仕組みづくり、意識の醸成も重要です。

なお、地域活動を通じて社会に貢献したいと考えているが、情報不足や、

参加するきっかけがないなどの理由で、活動に繋がっていない現状もあり、

マッチングを担う市町村ボランティアセンターの活性化とともに、一層の認

知度の向上も求められています。

３方針

県では、県ボランティアセンター（県社会福祉協議会）による専門

的な情報提供やボランティアの広域的なマッチングなど次の機能充

実に向けた取り組みへの支援を通して、地域におけるボランティア活

動の振興拠点である市町村ボランティアセンターの機能と認知度の

向上を支援します。

○ 各種フォーラムなど機会を捉えた地域での支え合い意識・ボラン

ティア意識の高揚を図ります。

→「基本施策２の(1)の①」参照

○ 地域での支え合い活動団体の設立と活動発展を支援します。

→「基本施策１の(2)の①」参照

県ボランティアセンター（県社会福祉協議会）の取り組み

● ボランティア意識の高揚や、ボランティアの担い手の掘り起こ

しと参加の呼びかけ、ボランティアセンターの認知度向上に向

け、「ボランティア・市民活動の手引き」の作成をはじめ効果的

な広報の実施

● 地域でのボランティア活動の中心となるリーダーの発掘と育

成

→「基本施策２の(2)の③」参照
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● 社会福祉事業者に対するボランティア受け入れ研修など、多様なボラ

ンティアの受け皿づくり

特に、ボランティアとして参加する方の自己実現や自己啓発を可能と

するとともに、支え合う福祉の心の醸成にも資する効果的な受け入れ方

法に関する研修内容の充実

● 企業等との連携のもと、今後大量に離職することが想定されて

いる団塊世代を対象としたボランティア活動への参加のきっか

けづくり

→「基本施策２の(2)の③」参照

● 市町村ボランティアセンターで、マッチングなどを担うボラン

ティアコーディネーターに対する研修の実施

→「基本施策２の(2)の②」参照

● 岐阜県ボランティア活動振興基金（注）による地域での支え合い活動団

体の発展に向けた財政支援
（注）岐阜県ボランティア活動振興基金：福祉活動に関わる地域住民・民間団体

の自主的で継続的なボランティア活動を育成・振興することを目的として、
昭和 62 年に県、民間企業・団体、市町村社協等により設置
毎年度の基金果実（利子）により、NPO、ボランティア団体が実施する福祉
活動に対する助成を実施
・基金総額：219,325 千円（うち、県出資額 100,000 千円）

● 共同募金、岐阜県ボランティア活動振興基金、独立行政法人福祉医療

機構地方分助成をはじめ、ボランティア・地域での支え合い活動を支援

する多種多様な助成制度に関する情報・活用ノウハウの蓄積と提供、助

成制度活用に関する相談対応

● ボランティア意識の高揚を図るとともに、県内ボランティア関係者の

交流・情報交換の場となるボランティアフェスティバルの開催

● ボランティア活動検索システムとコーディネートシステムの充実

により、市町村域を跨ぐ広域的なマッチング支援体制の強化と、

県内ボランティアセンターのネットワーク・連携体制の一層の強

化
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● NPO の支援・交流拠点である「ぎふ NPO プラザ」との連携

強化

支援

■ボランティア活動の展開支援

ボランティア活動の振興

市町村社協ボランティアセンター

県ボランティア・市民活動支援センター県 支援

ボランティア活動推進のための広域的な支援・情報提供
・広域的なマッチング支援 ・情報提供

・市町村センターの認知度向上に向けた効果的な広報

・活動リーダー、市町村センターでマッチングを担うコーディネーター

養成

・ボランティア意識の醸成 ・ボランティア団体に対する財政支援 等

地域のボランティア活動振興拠点
・ボランティア意識の醸成（広報・福祉教育）

・マッチング支援（相談・登録・調整）

・人材・団体の育成（研修、活動支援） 等

支援市町村

機能・認知度向上
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○本県地域福祉推進の中核的団体としての県社会福祉協議会の機能

強化に向けた支援

１経緯・現状

平成１２年の社会福祉法改正において、社会福祉協議会の目的が「地域福

祉の推進」であることが明記されました。

市町村社会福祉協議会は、福祉活動専門員やボランティアコーディネータ

ーによる住民活動への支援とともに、生活福祉資金の貸付窓口、日常生活自

立支援制度の推進など、住民に最も身近な地域福祉の推進母体・拠点として

の役割を担っています。

また、４２市町村社会福祉協議会のうち４０社協において、介護保険事業

の担い手ともなっています。

県社会福祉協議会は、広域的な観点から、福祉活動指導員による地域福祉

に関する調査・研究・企画（注）をはじめ市町村社会福祉協議会への支援と

ともに、福祉人材の養成と確保支援、社会福祉事業の経営に関する指導と助

言など、本県地域福祉の中核的な推進団体としての役割を担っています。
（注）最近の主な調査研究成果

・H15 年 2 月「福祉サービス利用援助事業推進マニュアル」
・H16 年 3 月「市町村社協の法人合併の手引き」
・H16 年 3 月「社会福祉協議会モデル就業規則」
・H16 年 3 月「地域福祉活動計画アウトライン」
・H16 年 3 月及び H18 年 3 月「災害救助ボランティア活動マニュアル」
・H17 年 2 月「住民参加・互助在宅福祉サービスの組織運営・事業経営マニュアル」
・H17 年 3 月「宅幼老所の企画について」
・H18 年 3 月「岐阜県ボランティア市民活動センターあり方研究会報告」
・H18 年 3 月「指定管理者制度における社協指定について」
・H18 年 3 月「社会福祉協議会における個人情報保護に関する適正な取り扱いにつ

いて」
・H18 年 3 月「防災自主組織と小地域活動について」
・H19 年 3 月「市町村社会福祉協議会による法人後見に関する研究委員会報告書」
・H20 年 3 月「地域福祉活動計画の策定について」

県では、県社会福祉協議会に対して、運営費補助をはじめとする支援を行

ってきました。

(3)社協機能の強化支援
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２課題

管内に介護保険事業所が参入していないことや、活動財源の確保などのた

め、介護保険事業などの制度サービスに重点を置かざるを得ない市町村社会

福祉協議会もあります。

しかし、社会福祉協議会の本来の目的は、地域福祉の推進を図ることにあ

り、「施設」から「地域（在宅）」が重視されるなど、県社会福祉協議会と

市町村社会福祉協議会には、地域福祉の推進母体としての機能を一層発揮し、

特に地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実に向けたコーディ

ネート力等を強化していくことが求められています。

３方針

県では、本県地域福祉の中核的な推進団体である県社会福祉協議会の運営

と、その機能強化に向けた取り組みを支援します。

特に、福祉活動指導員が中心となった、市町村社会福祉協議会の制度外サ

ービス整備・充実に関するコーディネート機能強化に向けた取り組みと、本

県地域福祉の推進に関するシンクタンク機能の強化に向けた取り組みを支援

します。

→「基本施策２の(2)の①」参照

■社協による地域での支え合い活動支援機能の強化

県社協

市町村社協

地域での支え合いによる制度外サービス整備・充実

支援

支援

市町村

県

支援

支援
福祉活動指導員 シンクタンク機能

等強化

福祉活動専門員 コーディネート力
等強化
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■地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実に向けた数値目標

項 目 H20 年度末等実績

（注 1）

H25 年度末目標

①市町村地域福祉計画策定済市町

村数

37 市町村 42 市町村

②団体づくりに対する県支援制度

を活用して団体を設立した市町

村数

4 市町村 42 市町村

③拠点づくりに対する県支援制度

の活用箇所数

０ヶ所 200 ヶ所

④見守りネットワーク活動実施率 50.8％

約 2,721/5,359 自治会等

100％

8,488/8,488 自治会等

⑤要援護者支援マップづくり

（災害時の避難支援）作成率

31.0％

13/42 市町村

100％

42/42 市町村

⑥ふれあいサロン活動（高齢者）

実施率

41.9％

約 2,026/4,830 自治会等

55％（注 2）

4,668/8,488 自治会等

⑦住民参加による配食サービス

実施率

46.6％

約 178/382 小学校区

60％（注 2）

228/382 小学校区

⑧助け合い（生活支援）活動

実施率

7.1％

約 27/382 小学校区

20％（注 2）

77/382 小学校区

⑨宅幼老所の設置率 9.9％

約 38/382 小学校区

25％（注 2）

88/382 小学校区

（注 1）H20 年度末等実績： ①及び②は H21 年 3 月時点の見込み数値、
④～⑨は H21 年 1 月現在の実績（実施状況未把握
等の市町村を除く)

（注 2）②及び③の県支援制度の活用等により、H25 年度末時点で、県内 50（年
間 10 程度）の小学校区内において、追加実施を目標
・⑥H25 年度末目標：（382×41.9%（H20 推計実績）＋50 小学校区）

÷382 小学校区数≒55％
・⑦H25 年度末目標：（178（H20 実績）＋50 小学校区）

÷382 小学校区数≒60％
・⑧H25 年度末目標：（27（H20 実績）＋50 小学校区）

÷382 小学校区数≒20％
・⑨H25 年度末目標：（38（H20 実績）＋50 小学校区）

÷382 小学校区数≒25％
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第５章 基本施策２

地域福祉を担う『人づくり』

①各種フォーラムなど機会を捉えた地域での支え合い意識の高揚

②地域ぐるみによる福祉学習の展開促進

①福祉活動指導員・福祉活動専門員のコーディネート力等向上に向け

た支援

②県ボランティアセンターにおけるボランティアコーディネーター

研修支援

③支え合い活動を担うリーダー等の発掘・育成支援

①福祉人材の安定した確保支援

②福祉従事者への体系的・実践的な研修等による資質の向上

③民生委員の活動強化に向けた各種研修会等の開催

④子育てマイスターの確保・養成

(1)支え合う福祉の「心」の醸成

(2)地域での支え合いを担う人材の育成

(3)福祉を担う人材の確保・資質の向上
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①各種フォーラムなど機会を捉えた地域での支え合い意識の高揚

１経緯・現状

地域の福祉課題を、住民自らの支え合いで解決していこうとする「共助（地

域での支え合い、相互扶助）」の意識の高揚については、特に、県社会福祉

協議会と市町村社会福祉協議会において、その基本となる活動理念として取

り組まれてきました。

県では、県社会福祉協議会への活動支援のほか、徹底した住民参加を経る

ことで各地域での支え合い意識の高揚を図る市町村地域福祉計画の策定への

支援、民生委員など地域での支え合い活動を担う方に対する表彰などを通し

て、その意識の高揚に努めてきました。

２課題

「向こう三軒両隣」や「遠くの親戚より近くの他人」などといわれた互い

に助け合う地域の連帯感が希薄化、地域コミュニティが衰退しています。

そもそも、介護保険などの制度の外にあるニーズへの迅速・柔軟な対応、

制度の隙間にある方やＤＶ、児童虐待などの発見に関しては、地域での住民

相互の支え合いでしか担えない役割があります。

また、「地域での支え合い意識」の高揚と、各種地域福祉活動の推進は、

いわば、「卵と鶏」の関係にあるとも考えられます。各種地域福祉活動の一

層の推進にあたっては、同時に「地域での支え合い意識」の高揚にも取り組

む必要があります。

３方針

県では、「地域での支え合い意識」がなければ地域福祉施策の効果的な推

進は困難でもあることから、市町村、県社会福祉協議会、県共同募金会等と

の連携のもと、次により、県民への普及を図ります。

また、「地域での支え合い意識」の高揚にあたっては、「助けられ上手」

と「寄付文化」の醸成の観点にも、特に留意します。

(1)支え合う福祉の「心」の醸成
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○ 各種広報やフォーラム、講演会などの様々な機会を捉えて、県民への普

及啓発を図ります。

○ 市町村による、住民意識の高揚に資する市町村地域福祉計画の策定を支

援します。

→「基本施策１の(1)」参照

○ 県社協による、主に小学校区（連合自治会）単位での「地区福祉懇談会」

の開催支援や「福祉のまちづくりフォーラム」開催、「ボランティアフェ

スティバル」開催などの取り組みを支援します。

→「基本施策１の(2)の①」、「基本施策１の(2)の③」参照

○ 社会福祉事業者に対するボランティア受入れ研修などに取り組む県ボラ

ンティアセンター（県社協）への支援等により、地域における多様なボラ

ンティア体験の機会の充実を促進します。

→「基本施策１の(2)の③」参照

○ 県共同募金会等との連携のもと、各種広報啓発などにより、「寄付文化」

の醸成を図ります。

★地域福祉

推進施策

★支え合い

『共助』意識

の高揚施策

住み慣れた
地域でいつ
までも安心
して暮らせ
る地域社会
の実現

地域福祉の推進

※同時に取り組むことが不可欠

★助けられ上手

★寄付文化
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②地域ぐるみによる福祉学習の展開促進

１経緯・現状

支え合いの心、福祉の心を育んでいくためには、子どもの頃から、福祉施

設等での体験学習や障がい者などとの交流活動、地域での支え合い活動参加

などを通じた福祉学習が重要です。

昭和 50 年代以降、県社会福祉協議会と市町村社会福祉協議会の支援のも

と、県内においても福祉教育へ取り組む小中高等学校や特別支援学校が順次

増加し、現在は、ほぼすべての学校において、その趣旨を踏まえた活動がな

されています。

県では、約 30 年間にわたり、県社会福祉協議会によるモデル事業

を支援し、福祉教育の普及を促進してきました。

現在まで、約８割の学校がモデル事業の指定を受け、学校現場での

福祉教育の定着がみられることから、平成 19 年度をもって事業を終

了しました。

なお、市町村社会福祉協議会では、引き続き学校に対する福祉教育支

援に取り組まれています。

■モデル事業（指定校）累計（S52～H19）

学校数 事業実施
学校数

実施率
（％）

小学校 ３８７ ３３３ ８６．０

中学校 ２００ １８０ ９０．０

高等学校 ８２ ３６ ４３．９

特別支援学校 １３ ２ １５．４

合計 ６８２ ５５１ ８０．８

※県ボランティアセンターまとめ

２課題

モデル事業の成果を踏まえて、活動が学校から地域へ波及し、児

童・生徒から高齢者までを含めた地域ぐるみによる自主的・自立的な

福祉学習の展開と発展が期待されています。

また、学校における福祉教育においては、特に福祉人材の確保が緊
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急かつ中長期的にも大きな課題となっている中、福祉の仕事への関心

を高める観点も必要となっています。

３方針

県では、支え合う福祉の「心」の醸成を図るため、次により、高等

学校等での福祉分野への進学や就労の促進にも資する福祉教育の充

実とともに、県社会福祉協議会による、生涯学習の観点も含めた地域

ぐるみでの福祉学習の展開と発展に向けた取り組みを支援します。

○ 高等学校等において、地域の福祉・介護機関、大学等との連携の

もと、生徒のレベルや習熟度に合わせた福祉教育を実施します。

特に、福祉人材の確保が緊急かつ中長期的にも大きな課題となっ

ている中、福祉施設等での体験学習や、障がい者などとの交流活動、

機会を捉えた福祉の仕事の魅力とやりがいのＰＲなどを通し、生徒

のみならず保護者や教員における福祉の仕事への理解と関心を高

め、福祉分野への進学や就労に繋げます。

→「基本施策２の(3)の①」参照

県社会福祉協議会の取り組み

● 地域の福祉・介護機関、大学等との連携のもと、児童・生徒のレベル

や習熟度に合わせた福祉教育の促進

● 県内教育機関など関係機関との連携のもと、学校から地域への福祉学

習活動の波及に向けた調査・研究、機運の醸成や活動発展に向けた各種

普及啓発の実施

● 地域ぐるみでの福祉学習活動の普及を目指して、市町村社協が学校、

地域の関係団体、福祉関係機関等と連携して行うモデル事業の実施
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■地域ぐるみでの福祉学習モデル

目的：市町村社協が、学校等と自治会、民生委員、当事者団体、

社会福祉施設等地域の様々な団体との連携により、児童・生徒が

福祉活動に参加する機会を充実させることによって、児童・生徒

を取りまくネットワークづくりを推進する。

学 校

市町村社協
（支部社協等）

県 社 協

協 働

モデルの指定
事業実施への支援

家 庭

子ども

子ども会
育成会

自治会
町内会

福祉委員

ＮＰＯ

ボランティア団体
大学・高校等

民生委員

当事者団体

社会福祉施設

活動

学習

交流

・ひとり暮らし高齢者などへの訪
問 （配食サービスへの協力、
手紙）

・ふれあいサロンなどへの参加、
協力

・社会福祉施設訪問（話し相手、
介護体験、レクリエーション）

・NPO・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動への参加
・防災活動への参加

・障がい者、高齢者との野菜
づくり、園芸

・障がい者とのスポーツ大会
・保育園児との交流

・福祉問題を把握するため
の学習会

・地域の社会資源の学習
・福祉マップづくり
・福祉活動の企画づくりと

実践
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①福祉活動指導員・福祉活動専門員のコーディネート力等向上に向

けた支援

１経緯・現状

昭和 41 年から、県社会福祉協議会に「福祉活動指導員」、市町村社会福

祉協議会に「福祉活動専門員」が配置されました。

福祉活動指導員と福祉活動専門員は、平成 11 年の国通知（注）でも「資

質の如何は、社会福祉協議会活動の成否を左右するものである。」と特に留

意されているように、社会福祉協議会が地域福祉の推進母体としての役割を

果たすため、その中心的な業務を担う社協職員です。

県内においては、福祉活動指導員と福祉活動専門員によるコーディネート

など支援のもと、支部社協、ふれあいサロン活動、福祉委員をはじめ住民主

体による支え合い活動の組織化が進んできました。

（注）平成 11 年 4 月 8 日付け「社会福祉協議会活動の強化について」

福祉活動専門員の配置については、市町村が支援することとされています。

県では、県社会福祉協議会に対する福祉活動指導員への人件費助成ととも

に、福祉活動指導員が中心となって福祉活動専門員とともに取り組む各種研

修会・研究会、情報交換会等の活動を支援してきました。

■福祉活動指導員・福祉活動専門員の配置状況

福祉活動指導員 福祉活動専門員

配置社協数 県社協 ４２市町村社協

配置人員数 ６人 １５６人

実質人員（活動ベース） － ９０人

※H20 年 3 月・市町村社協実態調査（県及び県社協実施）等

２課題

福祉活動指導員と福祉活動専門員は、現在までの活動で蓄積したノウハウ

や地域の医療・保健・福祉・介護機関などとのネットワーク等を活用し、地

域ニーズを的確に踏まえた地域での支え合いによる制度外サービスの整備・

充実に向け、今こそ、その役割が期待されています。

(2)地域での支え合いを担う人材の育成
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しかし、厳しい財政環境にあって、市町村による市町村社会福祉協議会に

対する人件費を含む財政支援が縮小傾向にある中、市町村社会福祉協議会の

福祉活動専門員からは、「他の業務にも従事せざるを得ず、住民活動支援に

専念できない。」との声が多く聞かれるところです。

３方針

県では、地域福祉に関するシンクタンク機能を担う県社会福祉協議会・福

祉活動指導員の適正配置と、その活動への支援を通し、市町村社会福祉協議

会・福祉活動専門員による地域での支え合い活動支援に関する情報とノウハ

ウの蓄積、企画提案力とコーディネート力の向上等を促進します。

また、市町村とともに、県内における地域での支え合いによる制度外サー

ビスの整備・充実方策を検討する中で、福祉活動専門員の果たすべき役割の

重要性について議論を深めるなど、福祉活動専門員の適正配置を促進します。

■市町村社協・福祉活動専門員に期待されている主な役割

○地域住民の活動への参加促進

・地区福祉懇談会、市町村地域福祉

（活動）計画等による意識の高揚・

きっかけづくり

○活動団体への支援

・団体設立支援

・活動に関する情報・ノウハウの提供

・活動資金の確保支援 等

○ネットワークづくり支援

・地域内の自治会等を母体とし

た活動、NPO・ボランティア、

民生委員、福祉委員など活動団体の

連携・協働の体制づくり

・地域内の活動団体と医療・保健・福祉・

介護機関との連携・協働の体制づくり

○拠点づくり支援

・地域の公民館、空き教室、

空き店舗、民家等を活用した活動

の活発化・発展基盤等となる拠点づく

り支援

福祉活動専門員

★情報・ノウハウ蓄積

★企画提案力・コーデ
ィネート力強化

地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実
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②県ボランティアセンターにおけるボランティアコーディネーター

研修支援

１経緯・現状

昭和 48 年の国指針（注）により、県社会福祉協議会と市町村社会福祉協

議会内にボランティアセンター（旧名称は「奉仕銀行」）が設置されて以降、

ボランティア活動の活発化にともない、市町村ボランティアセンターにおい

てボランティア振興の中心的な役割を担うボランティアコーディネーターの

配置が進みました。

平成 20 年３月現在、ボランティアセンター設置済の 39 市町村のすべて

においてボランティアコーディネーターが配置されています。ボランティア

コーディネーターにより、各地域におけるボランティア情報の整備と発信、

ボランティア活動をしたい人とボランティアによる援助を必要とする人とを

つなぐマッチング支援など、ボランティア活動の活発化に向けた取り組みが

行われています。

県ボランティアセンター（県社会福祉協議会）では、ボランティアコーデ

ィネーター研修を開催し、県内各市町村におけるボランティアコーディネー

ターの配置促進と、その資質向上を図ってきました。

なお、大規模災害時において、全国から集まるボランティアの受入調整等

の役割も期待されているため、平成 19 年度からは適切かつ円滑なボランテ

ィアの采配業務等に関する研修を充実したところです。

（注）昭和 48 年６月 19 日付け「奉仕銀行の運営について」

県では、市町村ボランティアセンターの各種活動を支援するため、県ボラ

ンティアセンターによるボランティアコーディネーター研修を支援してきま

した。

■コーディネーター研修会開催実績

H15 H16 H17 H18 H19

開催日数（日） 1 3 2 5 2

参加者数（人） 37 112 56 130 46

※県ボランティアセンターまとめ
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■災害ボランティアコーディネーター講座開催実績

H15 H16 H17 H18 H19

開催日数（日） 1 1 1 1 3

参加者数（人） 46 48 41 68 212

※県ボランティアセンターまとめ

２課題

地域の福祉課題が増大、多様化・複雑化・潜在化・深刻化する中、ボラン

ティアコーディネーターには、個々のニーズとボランティア活動との需給調

整とともに、地域の福祉課題に対応するボランティア活動促進のためのコー

ディネート力と企画提案力が一層求められています。

３方針

県では、市町村ボランティアセンターの機能強化に向け、県ボランティア

センターによる実践的な研修会の開催など、ボランティアコーディネーター

の資質向上への取り組みを支援します。

■ボランティアコーディネーターの研修支援

（県ボランティア・市民活動支援センター）

ボランティアコーディネーター研修

県

運営支援

ボランティア要支援者

・ボランティア情報の整備・発信

・ボランティア活動をしたい人と

援助を必要とする人のマッチング 等

災害ボランティアコーディネーター研修

大規模災害時 に
おけるボラン テ
ィア受入調整 機
能の強化

ボランティアコーディネーターの

機能強化

（市町村ボランティアセンター）

ボランティアコーディネーター
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③支え合い活動を担うリーダー等の発掘・育成支援

１経緯・現状

地域での支え合い活動の発展に向け、主に県社会福祉協議会と市町村社会

福祉協議会のボランティアセンターにおいて、活動を担うリーダー等の発掘

と育成に取り組まれてきました。

県ボランティアセンターでは、平成 15 年度からの５年間でも、延べ 11

回、631 人に対して、活動の継続・発展に向けたノウハウ等に関するリーダ

ー研修が実施されてきました。また、今後、大量に離職することが想定され

ている団塊の世代を対象に、地域での支え合い活動の担い手となるきっかけ

づくりに取り組まれているところです。

県では、県ボランティアセンターによる、支え合い活動を担うリーダー等

の発掘と育成に向けた取り組みを支援してきました。

■ボランティアリーダー養成研修開催実績

H15 H16 H17 H18 H19

開催日数（日） 5 2 1 1 2

参加者数（人） 220 101 57 70 183

※県ボランティアセンターまとめ

２課題

活動のリーダーや担い手となる人材は、従来の民生委員、福祉委員やその

経験者、地区福祉懇談会や市町村地域福祉計画策定などの機会に加えて、

PTA や青少年団など福祉に限らず他の様々な活動の中に見いだしていくこ

とが必要です。なお、シニアボランティアの 32.4％が現役時代から引き続

き活動している方であるとの調査結果もあり（注）、特に団塊の世代の方々

が、退職後に地域での支え合い活動の場で、これまで培ってきた専門的な技

術や知識を引き続き活かしながら活躍していただくため、企業との連携も重

要となっています。

（注）H17 年度「高齢者の社会参画に関する政策研究報告書」（高齢社会対策の総合的な

推進のための政策研究会（内閣府））

また、社会貢献意欲のある方々に対し、必要なノウハウを身につけていた

だく研修会の充実とともに、研修終了後、円滑に地域での活動に繋げるまで
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の支援の充実も求められています。

３方針

県では、団塊世代を対象とした活動参加のきっかけづくりや実践的なリー

ダー研修の開催をはじめ、県社会福祉協議会による市町村社会福祉協議会と

連携した次の取り組みへの支援を通し、市町村と市町村社会福祉協議会によ

る地域での支え合い活動の担い手やリーダーの発掘と確保、育成を支援しま

す。

県社会福祉協議会（県ボランティアセンター等）の取り組み

● 地域での支え合い意識の高揚や、地域ぐるみでの福祉学習の展開促進

による活動の担い手づくり

→「基本施策２の(1)」参照

● 市町村社協が取り組む、幅広い分野からの活動のリーダーと担い手の

発掘に向けたネットワーク化への支援

● 団塊の世代を対象とした、活動参加へのきっかけづくり。特に企業と

の連携のもと、現役時代からの活動参加の仕組みづくり

● 地域の福祉課題を住民自らが認識することで、活動（制度外サービス

の提供）のきっかけとして有効であり、言い換えれば活動担い手の育成

と発掘の場としても有効な、市町村と市町村社協が取り組む地区福祉懇

談会の開催と運営への支援

→「基本施策１の(2)の①」参照

● 地域での支え合いによる制度外サービスに関する全国的な事例研究や

整備ノウハウの蓄積を踏まえた、実践的な育成・養成研修の実施

● 意欲のある方を、円滑に地域での活動に繋げるコーディネート役であ

る市町村社協の福祉活動専門員とボランティアコーディネーターの機能

強化支援

→「基本施策２の(2)の①」、「基本施策２の(2)の②」参照
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■支え合い活動を担うリーダー等の発掘・育成

ＰＴＡ活動

青少年団

人材の発掘

民生委員・福祉委員
地区福祉懇談会

市町村祉協 県社協

市町村 県

支援

支援

支援

定年退職者

団塊世代

支え合い活動

のリーダー等

・実践的な育成・養成研修

・団塊世代の活動きっかけ

づくり 等
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①福祉人材の安定した確保支援

１経緯・現状

社会福祉事業者の人材確保を支援するため、県では、社会福祉法第９３条

に基づき平成５年、県社会福祉協議会内に「岐阜県福祉人材センター」を設

置しました。

岐阜県福祉人材センターでは、国指針（注）等に基づき、社会福祉事業者

に対する情報提供などのほか、福祉の仕事への求職者に対する無料職業紹介

（福祉人材バンク）をはじめとした就業の援助、県社会福祉協議会が平成 9

年に設置した「岐阜県福祉研修センター」との連携のもと従事者の技能と資

質向上のための各種講習会、研修会などの開催に取り組んできました。
（注）平成 19 年厚生労働省告示「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置

に関する基本的な指針」

■求人件数等実績

H15 H16 H17 H18 H19 計

求人登録施設数 219 219 296 283 184 1,201

求人登録数（人） 727 831 1,014 1,342 550 4,464

講習会参加者人数（人） 959 1,028 1,422 835 448 4,692

就職説明会参加者人数（人） 718 604 625 525 507 2,979

就職斡旋件数※ 187 124 74 54 25 464

※県福祉人材センターまとめ
（注）就職斡旋件数は、実際に就職に至った件数
（注）H18.12 月のシステム変更により、過年度との単純比較は困難

２課題

現在、福祉現場では、低賃金や労働環境の厳しさなどのため離職者も多く、

質の高い福祉人材を安定的に確保することが急務となっています。

さらに、中長期的な視点からも、介護を要する高齢者の数が平成 17 年度

の 6 万 9 千人から、平成 47 年度には、そのほぼ倍の 12 万８千人に及ぶと

も推計され、特に介護人材の確保が大きな課題となっています。

このため、岐阜県福祉人材センターにおいても、幅広い県内関係機関との

連携のもと、人材確保支援に向けた機能を一層充実することが緊急の課題と

なっています。

(3)福祉を担う人材の確保・資質の向上
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３方針

県では、国に対して必要な要望等を行うことはもとより、福祉人材確保対

策を総合的に推進するため、岐阜県福祉人材センターと岐阜県福祉研修セン

ターを統合・一元化のうえ、県内関係機関の連携・協働の中核となる「岐阜

県福祉人材総合対策センター」を県社会福祉協議会内に設置し、福祉の仕事

に対する社会的評価の向上、質の高い福祉人材の安定的な確保支援、労働環

境の整備支援など、次に取り組むことにより、従事者が自信と誇りを持ち、

安心して働くことができる社会の実現を図ります。

岐阜県福祉人材総合対策センター（県社会福祉協議会内に設置）での取り組み

○ 本県の福祉人材確保対策に関するシンクタンクとして、事業者団体、従

事者団体、財団法人介護労働安定センター等との連携のもと、福祉人材の

需給状況・就業状況に関する調査・研究、体系的かつ実践的な従事者のキ

ャリアアップ・スキルアップ研修メニューの開発、人材確保と定着（離職

防止）のための労務管理と経営改善方法の調査・研究などに取り組み、福

祉人材確保に関する情報やノウハウの蓄積と発信を行います。

実績
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要介護・要支援認定者数

■県内で必要となる介護職員数の見通し

資料：岐阜県将来構想研究会

単位：千人

＜推計の基礎＞
・介護職員数の実績は「介護
サービス施設・事業所調査
Ｈ１７」による。
・介護職員とは
介護福祉士、ヘルパー。
・必要介護職員数の見通し
は､Ｈ１７実績値を基に要介
護・要支援認定者数と同じ
伸びで推計。
・将来人口に基づく介護職員
数は､Ｈ１７生産年齢人口に
占める介護職員の割合を
基に推計。
・Ｈ１７時点で 職員一人当た
り､要介護認定者は３．９人
・在宅サービスでは約半数の
介護職員は非常勤となって
いる。
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○ 県内関係機関・団体の情報交換・ネットワーク拠点として、「岐阜県福

祉人材確保対策連絡協議会（仮称）」の設置を検討するなど、県内関係機

関等の一層の連携・ネットワーク強化による福祉人材確保対策の推進体制

を構築します。

○ 福祉分野に関する従事者と事業者研修を一元的に担うとともに、体系的

な研修メニューによる研修機関として、上記シンクタンク機能の充実を踏

まえ、高度化・多様化・専門化する福祉・介護ニーズに対応するための実

践的な従事者キャリアアップ・スキルアップ研修、福祉関係に就職してい

ない介護福祉士など有資格者への職場復帰研修、人材確保と定着（離職防

止）にも資する労務管理と経営改善に関する事業者研修等を開催します。

→「基本施策２の(3)の②」参照

・ 特に、従事者研修では、離職の原因として指摘されている従事者の腰

痛等を緩和するための介護技術に関する研修会を開催します。

○ 福祉人材バンクとして、公共職業安定所（ハローワーク）等と連携し、

求職者の把握と登録の充実のもと、無料職業紹介を実施します。

また、福祉人材養成機関、シルバー人材センター、岐阜県人材チャレン

ジセンター等との連携のもと、現在福祉関係に就職していない介護福祉士

など有資格者の把握と登録に取り組み、福祉分野への就労促進に努めます。

さらに、従事者が安心して出産や育児、研修等による休暇が取得できる

よう、産休、育休、研修等の短期的求人需要に備えた人材リスト作成とと

もに、事業者間の人材交流のためのリスト作成に取り組みます。

○ 福祉人材に関する総合的な相談窓口として、上記シンクタンク機能の充

実を踏まえ、従事者が抱える人間関係や業務内容等に対する悩みや不満等

への相談対応（メンタルヘルス）や、事業所からの従事者の待遇改善やキ

ャリア管理など労務管理改善などに向けた相談に対応します。

○ 福祉現場の声を踏まえた福祉人材確保対策の実施機関として、上記研修

機能、福祉人材バンク機能、総合相談窓口機能、特にシンクタンク機能と

県内関係機関・団体の情報交換・ネットワーク拠点機能の充実のもと、次

の取り組みを効果的に推進します。
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・ 県ボランティアセンター（県社会福祉協議会）との連携のもと、児童・

生徒が福祉の仕事への理解と関心を高めるため、地域の福祉施設などで

の介護等の体験活動、障がい者などとの交流活動、出前講座など、小・

中・高等学校等における福祉教育の展開を支援します。

・ 併せて、保護者や教員に対しても、機会を捉えて福祉の仕事をＰＲし、

理解と関心の向上に努めます。

・ 介護についての理解と認識を深めることを目的とした「介護の日（11

月 11 日）」関連イベントの開催や、各種広報などにより、福祉の仕事

のイメージアップと社会的評価の向上を図ります。

・ 福祉分野への就職を志す学生や関心のある方による介護サービス事業

所等での職場体験をコーディネートし、希望する職場への就職を支援し

ます。

・ 民間企業、シルバー人材センター等との連携のもと、福祉の仕事に関

心のある団塊の世代等が、退職後に福祉の現場で活躍できるよう、資格

取得支援やマッチング支援をはじめとした仕組みづくりを推進します。

・ 事業者団体、公共職業安定所（ハローワーク）、岐阜県人材チャレン

ジセンター等との連携のもと、合同求人説明会（ガイダンス）を開催し

ます。

・ 介護福祉士の養成課程等における優良な実習受入事業所による実践事

例報告会や講習会の開催等により、実習指導レベルの向上と実習受入事

業所間の連携を支援します。

・ 過去に福祉現場で働き、現在は離職している即戦力となる方の掘り起

こしと、その再就職を支援します。

・ 従事者によるキャリアアップ・スキルアップのための資格取得や研修

参加等を支援します。
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・ 介護サービス事業所等間による人材交流をコーディネートし、従事者

の質の向上や定着を支援します。

・ 離職率が高い新規採用の従事者等を対象に、事業所へ人材定着支援ア

ドバイザーなどを派遣し、その定着を支援します。

その他の取り組み

○ 高等学校などにおいて、地域の福祉施設などでの介護等の体験活動、障

がい者などとの交流活動、出前講座などにより、高校生に対して福祉の仕

事の魅力とやりがいをＰＲし、福祉分野への進学や就労に繋げます。

○ 福祉人材養成機関による、中学生や高校生に対する福祉の仕事の魅力と

やりがいをＰＲする学校訪問や、高齢者や主婦層等をはじめ県民に対する

介護の重要性に関する意識啓発など福祉分野への進学や就労に繋げる取り

組みを支援します。

○ 介護についての理解と認識を深めることを目的とした「介護の日（11

月 11 日）」関連イベントの開催や、各種広報、介護職員を対象とした表

彰などにより、福祉の仕事のイメージアップと社会的評価の向上を図りま

す。

○ 介護人材の育成と養成を図るため、県社協による介護福祉士等の資格取

得を目指す学生に対する修学資金の無利子貸付を支援します。

○ 福祉系高等学校において、教育カリキュラムを充実し、介護人材の資質

向上を図ります。

○ 単独では人材の確保に取り組むことが困難な小規模事業所等が、連携し

て取り組むネットワーク構築や合同求人活動、従事者研修などを支援しま

す。

○ 福祉人材養成機関による、現在福祉関係に就職していない介護福祉士な

ど有資格者に対する再就職研修や、特に団塊の世代や高齢者、主婦層等に

対する福祉分野への就労に繋げる研修などの取り組みを支援します。
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○ 日本・インドネシア経済連携協定等により就労した外国人従事者に対す

る相談対応や、研修・交流事業を実施し、その定着を支援します。

○ 従事者がキャリアアップ・スキルアップのための資格取得や研修参加、

教育訓練等に参加する際、事業所における代替職員の雇用を支援します。

○ 質の高い福祉人材の安定確保に向けた労働環境の改善の観点からも、従

事者が安心して出産や育児等による休暇を取得するための育児休業制度の

導入をはじめ、事業者による福利厚生制度の充実を促進します。

○ 岐阜県介護実習・普及センターでの介護・福祉機器等の展示と相談対応

体制の整備や、県関係機関・大学等での研究開発への支援などにより、介

護等の業務省力化のための福祉機器等の普及と研究開発を促進します。

岐阜県福祉人材総合対策センター
～県内関係機関の連携のもと、福祉人材確保対策の総合的推進機関～

県社協 県福祉人材総合対策センター

①福祉人材確保対策に関するシンクタンク
・福祉人材の需給状況・就業状況に関する調査・研究
・体系的なキャリアアップ研修メニューの開発
・人材確保・定着のための労務管理・経営改善方法の調査・研究 等

②県内関係機関・団体の情報交換・ネットワーク拠点
・「岐阜県福祉人材確保対策連絡協議会（仮称）」の設置・運営

③一元的・体系的な研修機関
・体系的な従事者キャリアアップ研修
・人材確保・定着のための労務管理・経営改善に関する事業者研修 等

⑤福祉人材に関する総合相談窓口
・安定的な福祉人材確保及び定着に向けた経営改善方法
・従事者のメンタルヘルス

⑥福祉現場の声を踏まえた福祉人材確保対策実施機関
・イメージアップ対策 ・職場体験コーディネート
・ガイダンス ・キャリアアップ支援 ・再就職支援
・福祉教育 等

県ボランティア
センター

県

支援・委託

県福祉事業団

従事者団体

介護労働
安定センター

市町村

事業者団体

共同研究等連携

連携

共催等連携

連携

連携

ハローワーク
④福祉人材バンク

・求職者及び有資格者の把握・登録
・ハローワークとの連携のもと無料職業紹介事業
・短期的求人需要に備えたリスト作成及びコーディネート
・事業者間の人材交流のためのリスト作成及びコーディネート

社会福祉施設
経営指導事業

シルバー人材
センター

老施協事務局
経営者協会事務局

★特に、養成校、シルバー人材、人チャレ等との連
携のもと、ハローワークでは把握が困難な現在福
祉関係に就職していない有資格者（学生・卒業生
高齢者、フリーター等）を把握・登録

連携

ノウハウ・
情報の蓄積

連携

養成校
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②福祉従事者への体系的・実践的な研修等による資質の向上

１経緯・現状

社会福祉事業者による従事者の資質向上を支援するため、平成 9 年、県社

会福祉協議会内に「岐阜県福祉研修センター」が設置されました。

岐阜県福祉研修センターでは、福祉人材研修に関するシンクタンク機関と

して、時代の要請に応じた研修内容・方法の開発や、研修情報の収集と発信

を行うとともに、福祉従事者に対する体系的な研修を実施し、その養成と資

質の向上を支援してきました。

■研修実績

H15 H16 H17 H18 H19

課程数 25 28 25 24 25

参加者数（人） 2,513 3,227 3,326 1,951 2,101

研修日数（日） 71 92 85 66 69

※県福祉研修センターまとめ

県では、県内福祉サービスの質の向上を図っていくため、岐阜県福祉研修

センターの運営を支援してきました。

２課題

福祉人材の不足が深刻化する中、各事業者においては、十分な従事者研修

に取り組む余裕がない、との指摘もあります。しかし、利用者一人ひとりの

満足や生活の質の維持と向上に繋がる、質の高い福祉サービスの提供が一層

求められています。従事者には、専門的な知識や技術の習得のみならず、豊

かな人間性も不可欠であり、事業者は、中長期的な視点に立った人材の養成

と資質の向上に取り組む必要があります。

加えて、従事者にとって、研修によるキャリアアップ・スキルアップは、

自信と誇りを持って仕事に従事できることに資するものであり、また、質の

高いサービスの提供は、福祉の仕事に対する社会的評価の向上に繋がるもの

です。このため、福祉人材の安定した確保の観点からも、従事者の資質の向

上への取り組みが求められています。
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３方針

県では、福祉人材確保対策を総合的に推進するため、岐阜県福祉人材セン

ターと岐阜県福祉研修センターを統合・一元化し、「岐阜県福祉人材総合対

策センター」を県社会福祉協議会内に設置します。

岐阜県福祉人材総合対策センターでは、福祉人材の安定した確保の観点も

含め、利用者の立場に立った質の高い福祉サービスの提供に向け、福祉人材

養成に関するシンクタンク機能の充実や、体系的かつ実践的な研修内容の充

実などを推進します。

→「基本施策２の(3)の①」参照

また、各施設協議会、市町村、県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会

等との連携のもと、監査をはじめあらゆる機会を通して、社会福祉事業者に

対する中長期的な展望に立った従事者の養成と資質向上への取り組みを指

導・啓発していきます。

■福祉従事者の資質向上
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③民生委員の活動強化に向けた各種研修会等の開催

１経緯・現状

県では、民生委員法第 18 条に基づき、民生委員に対する研修を実施し、

住民に最も身近な地域福祉の担い手である民生委員活動の充実を図ってきま

した。

岐阜県民生委員児童委員協議会、市町村、県社会福祉協議会、市町村社会

福祉協議会等との連携のもと、３年毎に改選される民生委員に対して経験年

数や役割に応じた研修等を企画・実施し、適切な相談や援助活動を行うため

に必要な知識と技術の習得を支援してきたところです。

■研修会開催実績

研修名 対象者 H15 H16 H17 H18 H19

単位民児協会長

研修会

民児協会

の会長

回数 2 2 1 2 1

参加者数（人） 281 280 282 274 262

単位民児協幹部

研修会

民児協会

の副会長

回数 2 2 1 1 1

参加者数（人） 301 303 314 330 325

県民生児童委員

研修会

経験３年未満

の民生委員

回数 6 5 5 5 5

参加者数（人） 1,233 1,526 1,336 1,300 1,445

中堅民生児童

委員研修会

経験３年以上

の民生委員

回数 5 5 5 5 5

参加者数（人） 744 791 1,026 1,272 1,026

主任児童委員

研修会

主任児童

委員

回数 2 1 2 2 2

参加者数（人） 461 490 464 455 438

計

回数 17 15 14 15 14

参加者数（人） 3,020 3,390 3,422 3,631 3,496

※県民生委員児童委員協議会まとめ

２課題

地域の福祉課題が増大するとともに、多様化・複雑化・潜在化・深刻化す

る中、民生委員にとっても、知識と技能向上のための研修が一層重要となっ

ています。

さらには、各々異なる地域の実情に応じたノウハウと情報の習得と蓄積の

ため、市町村、市町村社会福祉協議会などとの連携のもと、地域毎での研修

会、研究会、情報交換会などの取り組みも、一層必要となっています。
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３方針

県では、岐阜県民生委員児童委員協議会、市町村、県社会福社協議会、市

町村社会福祉協議会等との連携のもと、経験年数や役割に応じたきめ細かく

実践的な研修会や研究会の開催、各地域の民生委員児童委員協議会による研

修活動等の活発化への支援など、次により、地域福祉活動の中心となる民生

委員の資質向上を図ります。

○ 増大、多様化・複雑化・潜在化・深刻化する地域の福祉課題に対する適

切かつ迅速な相談や援助活動に向け、民生委員の経験年数や役割に応じた

きめ細かく実践的な研修会、研究会を開催します。

・ 平成 20 年 4 月から始まった後期高齢者医療制度（通称：長寿医療制

度）をはじめ、医療・保健・福祉・介護分野における法制度や施策のみ

ならず、医療・保健等に関する高度・専門的な研修内容の充実を図りま

す。

・ 悪質商法の被害防止、振り込め詐欺防止、老老介護や孤独死と孤立化

への対応、自殺予防、増加する外国人問題など新たな地域の課題の解決

に向けて、研修内容の充実を図ります。

・ 「民生委員・児童委員発 災害時一人も見逃さない運動」の積極的な

取り組みのため、「岐阜県・災害時要援護者支援対策マニュアル」等を

活用し、個人情報取扱いに関する具体的な方策を示すことをはじめ、災

害時における要援護者支援に向けた研修内容の充実を図ります。

○ 各地域の民生委員児童委員協議会による、研修会・研究会、情報交換会

等の活発な開催と、その内容の充実を支援します。
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経験年数・役割に応じ
た
きめ細かで実践的な

■民生委員の活動強化に向けた研修・研修会等の開催

県
市町村

市町村社会福祉協議会

県社会福祉協議会

民生委員

県民生委員児童委員協議会

様
々
な
分
野
に
関
す
る

高
度
・
専
門
的
な
研
修

新
た
な
地
域
の
課
題
解
決

に
向
け
た
研
修

災
害
時
要
援
護
者
支
援
対

策
に
向
け
た
研
修

連携

※各地域毎
研修・研究会、
情報交換会

支援経験年数・役割に応じた
きめ細かく実践的な
研修・研究会
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④子育てマイスターの確保・養成

１経緯・現状

県では、社会全体で少子化対策に取り組むため、平成 18 年度に施行され

た「安心して子どもを生み育てることができる岐阜県づくり条例」に基づき、

「安心して子どもを生み育てることができる岐阜県づくり計画」を平成 19

年度に策定しました。

本計画では、「地域で支える子育て」を重要な柱に位置づけ、地域における

子育て支援機能の一層の充実を図るため、平成 19 年度から子育てマイスタ

ー制度を開始しました。

平成 20 年 4 月現在、310 人の子育てマイスターが認定され、地域にお

いて個別相談、アドバイス、一時預かりなどの子育て支援活動に取り組んで

いただいています。

２課題

核家族化や地域のつながりの希薄化にともない、かつてのような地域での

育児に関する相談や世代間支援による問題解決が難しく、育児に対して不安

を持つ家庭が増加しています。

育児に対する不安は、さらなる少子化の進展に繋がるとともに、不安を持

つ家庭の孤立は、児童虐待を招く原因ともなります。

３方針

県では、子育てを地域で支える体制の整備に向け、市町村等との連携のも

と、子育てマイスター制度の認知度の向上や、活動内容に合わせた養成講座

等による人材育成と資質の向上などにより、子育てを地域で支える人材の確

保と養成を図ります。

■子育てマイスターの養成・資質の向上

県

※保育士等の
資格のない方

養 成

認
定
申
込

ぎふ子育て
応援団
人材バンク
登録

認定

★専門コースなどでのスキルアップ
・つどいの場・サークル運営コース
・訪問・託児コース
・子育て相談員コース 等

子育て支援

活動

市町村、

社協 等

連携

入門コース

専門コース

資質向上

連携

子育てマイスター
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第６章 基本施策３

地域福祉サービスの『基盤づくり』

①社会福祉事業者による福祉サービス第三者評価の受審促進

②利用者の声を的確に反映させたバリアフリー製品の製品化支援

③社会福祉法人等の事業経営への支援

①身体・知的障害者更生相談所、子ども相談センター等専門的相談機

関の機能強化

②福祉総合相談センターを中核とした広域的・重層的な相談対応ネッ

トワークの整備

①判断能力が不十分な方の財産・権利の擁護支援

②福祉サービスに関する苦情を適切・円滑に解決する体制整備

(1)福祉サービスの質の向上支援

(2)専門的相談機関の充実及び広域的・重層的な相談対応ネット

ワークの整備

(3)福祉サービス利用者の権利・利益の保護
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①社会福祉事業者による福祉サービス第三者評価の受審促進

１経緯・現状

社会福祉事業者は、社会福祉法第 78 条と国指針（注１）により、福祉サー

ビスの質の向上に向け、自らその提供するサービスに対する評価（以下「自

己評価」という。）を行うことに加えて、第三者による評価（以下「第三者

評価」という。）を受審することが努力義務とされています。

この自己評価と第三者評価結果が広く情報公開されることによって、利用

者による良質な福祉サービスの選択にも資することとなります。

なお、地域密着型サービス（認知症高齢者グループホームと小規模多機能

居宅介護）を提供する介護保険事業者に対しては、省令（注２）により平成

18 年度から、外部評価の受審が義務づけられています。
（注１）平成 16 年５月７日付け「福祉サービス第三者評価事業に関する指針について」

（注２）厚生労働省令：平成 18 年 3 月 14 日付け「指定地域密着型サービスの事業の
人員、設備及び運営に関する基準」等

県では、地域密着型サービス以外の社会福祉事業者による第三者評価の受

審（概ね３年ごと）を促進するため、国指針に基づき、平成 16 年度に「岐

阜県福祉サービス第三者評価推進会議」を設置し、評価基準の策定をはじめ、

評価を担う評価調査者の養成や評価機関の認証、事業者や利用者への広報啓

発などに取り組んできました。

■第三者評価（外部評価）の受審事業者数

H16 H17 H18 H19 計

地域密着型サービス事業者

※毎年受審が義務

対象事業所数 － － 213 236 －

受審事業所数 － － 213 236 －

上記以外の事業者 事業所数 694 702 999 1,054 －

受審事業所 0 7 17 10 34

※県まとめ

(1)福祉サービスの質の向上支援
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■第三者評価（外部評価）機関認証数

H16 H17 H18 H19 計

地域密着型サービス事業者に対する評価機関 － － 4 0 4

上記以外の評価機関 2 1 4 1 8

※県まとめ

２課題

利用者の立場からの質の高いサービス提供が望まれる中、義務とされた地

域密着型サービス以外の事業者についても積極的に第三者評価に取り組み、

利用者による厳しい選択を通してそのサービスの質を競い合うことで、県内

全体の福祉サービスの質を高めていく好循環の流れをつくる必要がありま

す。

しかし、利用者がサービス事業者を選択するに際し、重視すべき情報とし

ての第三者評価制度に対する認知度の向上や、評価を実施する評価機関や評

価調査者自体の知識・技能の向上等も課題とされ、地域密着型サービス事業

者以外では、平成 20 年 3 月末現在で、34 事業者の受審（受審率 3.2％）

に止まっています。

３方針

県では、県内福祉サービスの質の向上を図るため、県社会福祉協議会等と

の連携のもと、利用者や社会福祉事業者等からの福祉サービス第三者評価制

度に対する社会的評価の向上、評価機関の技能と質の向上など、次により、

社会福祉事業者による積極的な第三者評価の受審を促進します。

○ 事業者に対する第三者評価受審に向けた普及啓発とともに、特に利用者

に対して、評価結果は事業者選択にあたり重視すべき情報である旨の広報

を行い、第三者評価に積極的に取り組んだ事業者が利用者等から高い評価

が得られる気運を醸成します。

○ 事業者による一層のサービス改善に繋がる評価手法や、利用者による事

業者選択に繋がる評価結果の公開方法等に関して、事業者、利用者、評価

機関など現場の声をもとに、適宜、制度を見直します。

○ 研修体制の一層の充実により、評価機関と評価調査者の技能と質の向上

を図ります。
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■福祉サービス第三者評価の仕組み（地域密着型サービスを除く） 

第三者評価機関 社会福祉事業者

（福祉サービス事
業者）

福祉サービス

利用者

岐阜県福祉サービス第三者評価推進会議

★主な活動内容
・第三者評価機関の認証
・評価基準・手法の策定
・評価調査者養成研修の実施
・評価結果の公表
・評価事業の情報公開、苦情対応

共通システム専門部会
高齢専門部会
障がい専門部会
児童専門部会

（事務局：県）

認
証

公
表

報
告

契約

評価

利用
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②利用者の声を的確に反映させたバリアフリー製品の製品化支援

１経緯・現状

心身の機能が衰えた高齢者や障がい者の方などが支障を感じないで日常生

活を送るとともに、その介護者の負担を軽減するためには、民間企業等によ

る優れたバリアフリー製品の開発と普及が不可欠です。

県では、県内福祉施設との連携のもと、製品のモニタリング調査（H12～

H17）をはじめ、県内企業等によるバリアフリー製品の開発や改良、販売を

支援してきました。

■モニタリング調査実施製品数

H12 H13 H14 H15 H16 H17

3 8 7 6 7 8

２課題

支援の必要な高齢者、障がい者の方々が、住み慣れた地域（在宅）におい

てできる限り自立するとともに、生活の質を向上させていくためには、利用

者の立場に立ったバリアフリー製品の一層の開発と普及が期待されていま

す。

このためには、企業等が福祉・介護現場からの声を的確に把握し、迅速に

製品開発へ反映させていくことが重要となります。

３方針

県では、県福祉事業団等との連携のもと、次により、民間企業等による福

祉現場のニーズを的確かつ迅速に反映させた製品づくりを支援するととも

に、県内バリアフリー製品産業の振興にも繋げます。

○ モニタリング調査などを請け負い、利用者はもとより、介護の専門家の

立場から意見を伝える支援窓口として県立寿楽苑内（県福祉事業団運営の

介護老人福祉施設（特養））に設置した「岐阜県福祉総合相談センター」

の体制を充実します。

なお、高度な製品開発に対しては、産業振興や研究開発分野の関係部局・

機関との連携のもと支援します。

※県まとめ
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○ 実際の利用者の方の生の声を聞く研修会の開催など、製品開発に必要な

福祉現場のニーズに関する情報提供を図ります。

■バリアフリー製品の製品化支援

県福祉事業団

岐阜県福祉総合相談センター
県 民

高齢者・障がい者・介助者

福祉用具等の利

用に関する相談

支援窓口

県内企業 研究機関

利用者ニーズの
把握・蓄積

★現場のニーズに関する情報提供

★相談・助言

★試作品のモニタリング受託

企画

設計

試作

バリアフリー製品の改良・製品化

★技術相談・指導
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③社会福祉法人等の事業経営への支援

１経緯・現状

県では、各個別法に基づき、介護保険など主に社会福祉制度の適正

な運用の確保に向け、社会福祉事業者に対する監査（以下「施設監査」

という。）を実施しています。また、社会福祉法人の認可を受けた事

業者に対しては、施設監査に加えて、社会福祉法第 56 条と国要綱（注）

等に基づく法人監査を実施しています。

法人監査は、社会福祉を使命とする社会福祉法人による適正な法人

運営と円滑な事業経営の確保を指導・促進するために実施するもので

す。

法人監査は、平成 17 年度までは各現地機関（振興局福祉課）にお

いて実施してきましたが、平成 18 年度からは、その事務を県庁に集

約・一元化し、監査体制の強化を図ったところです。
（注）平成 13 年 7 月 23 日付け「社会福祉法人指導監査要綱の制定について」

■法人監査の実施件数

H17 H18 H19

社会福祉法人数 237 234 238

法人監査実施件数 237 234 210

※県まとめ

２課題

社会福祉法第３条に定める福祉サービスの基本的理念が示すよう

に、社会福祉事業者は、利用者の立場からの良質かつ適切な福祉サー

ビスの提供に取り組まなければなりません。

さらには、福祉サービスの利用形態が、行政による「措置」から、

利用者自らの「選択・契約」に移行するとともに、介護保険サービス

の一部が株式会社など営利法人に開放される中、社会福祉法人にも、

中長期的な視野からの安定した経営戦略が求められています。

３方針

県では、施設監査により、違法事例や不正受給等に対する厳正な処

分はもとより、事業者による介護保険制度、障害者自立支援制度など
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各社会福祉制度の適正な実施に向けて指導と支援体制を強化します。

また、福祉サービスが利用者一人ひとりのニーズに即した良質かつ

適切なものであるとともに、将来的にも安定して提供される体制づく

りに向け、法人監査により、社会福祉法人に対する指導と支援体制を

強化します。

特に、安定した経営基盤の確立に向けた経営分析手法の調査・研究

など社会福祉法人運営に関するシンクタンク機能を充実します。

■社会福祉事業者への監査・指導・支援

目的 各社会福祉制度の適正な運用
確保

目的 社会福祉法人の適正な法人
運営と円滑な事業経営の確保

社会福祉事業者

社会福祉法人

県

★法人運営に関するシンクタンク機能

施設監査 法人監査

★経営基盤の強化★サービス提供体制の強化

中長期的な経営戦略

★良質な福祉サービスの安定的な提供

監査・指導・支援 監査・指導・支援
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①身体・知的障害者更生相談所、子ども相談センター等専門的相談

機関の機能強化

②福祉総合相談センターを中核とした広域的・重層的な相談対応ネ

ットワークの整備

１経緯・現状

支援が必要な方からの相談に応じるため、市町村において、福祉所管課・

市福祉事務所、市町村社会福祉協議会、地域包括支援センター、障害者生活

支援センターをはじめとする各種相談体制が整備されてきています。

また、民生委員（厚生労働大臣委嘱）、福祉委員（市町村社会福祉協議会

長等委嘱）、身体障害者相談員（知事委嘱）、知的障害者相談員（知事委嘱）

などが、地域住民の身近な相談者として、各地域において活躍いただいてい

ます。

県では、市町村による相談対応を支援するため、「岐阜県身体障害者更生

相談所（昭和 26 年設置）」、「岐阜県知的障害者更生相談所（昭和 35 年

設置）」、「岐阜県障害者就業・生活支援センター（平成 14 年以降 4 ヶ所

設置）」、「岐阜県発達支援センターのぞみ（平成 18 年設置）」、「岐阜

県精神保健福祉センター（昭和 33 年設置）」、「岐阜県子ども相談センタ

ー（昭和 23 年以降５ヶ所設置）」、「ぎふ子育て応援ステーション（平成

18 年設置）」、「岐阜県女性相談センター（昭和 32 年設置）」など専門

的、広域的な相談機関を設置しています。

また、相談が適切な福祉サービスの利用と迅速に結びつけられるよう関係

機関のネットワークを強化するため、関係機関連絡会議、圏域別地域福祉推

進協議会、圏域障がい者自立支援推進会議、家庭における暴力防止等協議会

など情報交換・連携調整のための協議組織の設置に取り組んできました。

さらに、県内関係機関のネットワークの要として平成 17 年に「岐阜県福

祉総合相談センター」を県福祉事業団内に設置し、医療・保健・福祉・介護

のみならず生活関連など多くの分野にまたがる、あらゆる相談内容に対して、

迅速かつ的確に必要なサービスへ繋げる体制の整備に努めています。

(2)専門的相談機関の充実及び広域的・重層的な相談対応ネットワ

ークの整備
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■相談対応件数

H15 H16 H17 H18 H19

福祉総合相談センター H17 年 4 月設置 7,739 9,767 6,928

身体障害者更生相談所 3,272 2,813 2,995 2,796 2,852

知的障害者更生相談所 1,160 1,134 1,113 1,318 1,198

障害者就業・生活支援センター 3,989 8,066 10,230 17,455 14,558

発達支援センターのぞみ H18 年 1 月設置 300 1,214 1,273

精神保健福祉センター

(こころのダイヤル 119 番)

288

2,497

292

2,589

278

2,621

325

2,493

406

2,266

子ども相談センター 4,248 4,740 4,678 4,983 4,803

ぎふ子育て応援ステーション H18 年 4 月設置 6,658 7,141

女性相談センター 2,173 2,181 1,673 1,591 1,752

計 17,627 21,815 31,627 48,600 43,177

※県まとめ

■県福祉総合相談センターによる相談対応内容

H17 H18 H19

高齢者関係 4,488 5,869 3,663

障がい者関係 2,634 3,057 2,135

児童関係 90 207 368

女性関係 82 151 392

その他 445 483 370

計 7,739 9,767 6,928

※県福祉総合相談センターまとめ

２課題

地域における福祉課題が増大、複雑化・多様化・潜在化・深刻化し、その

解決が一層困難となってきています。特に、児童虐待などにみられるように、

問題の発見が困難となっている事例もあります。

このため、市町村における身近な相談体制を支援するため、広域的、専門

的な役割を担う県の相談機関においても、一層の機能強化が求められていま

す。
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また、複雑・多様化し、単一の福祉サービスでは充足されない事例に対し

ては、関係機関の一層のネットワーク強化が必要です。

なお、既存の公的サービスでは対応できない事例に対しては、地域での支

え合い活動団体の活発化とともに、それら団体との一層の連携強化が重要で

す。

特に、住民が最も身近に相談できるのみならず、相談にこられない支援が

必要な児童や認知症高齢者などをいち早く発見するため、日々の生活の中で

の住民相互の見守り活動（見守りネットワーク活動）の整備と活発化が不可

欠です。

３方針

県では、市町村、県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会、社会福祉事

業者をはじめとする県内関係機関・団体との連携のもと、市町村における身

近な相談体制のバックアップ（後方支援）として、専門的相談対応機関にお

ける機能強化や、岐阜県福祉総合相談センターにおける総合広域ネットワー

クの要としての機能強化など、次により、迅速かつ的確に必要なサービスへ

繋げる重層的な相談対応体制の構築を図ります。

○ 県の各種相談機関においては、医学、心理学、教育学をはじめ専門的機

能の一層の充実を図ります。

○ 障がい者の就労に関する相談支援など広域的な観点から取り組むべき事

業を、市町村をはじめ関係機関との一層の連携のもと推進します。

○ 相談職員の資質向上のための研修会の開催などにより、市町村や市町村

社協等による、相談業務に関する情報とノウハウの蓄積を支援します。

○ 関係機関連絡会議、圏域別地域福祉推進協議会、圏域障がい者自立支援

推進会議、家庭における暴力防止等協議会など情報交換・連携調整のため

の協議組織の活動を強化し、関係機関・団体の連携・ネットワーク体制を

構築します。特に、地域での支え合い活動団体との協働・連携体制の強化

に留意します。

○ ＤＶや児童、高齢者への虐待など顕在化しにくい事例を早期に発見する

ため、民生委員による活動の活発化に加えて、各地域での支え合いによる
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見守りネットワーク活動の整備と活発化を支援します。

→「基本施策１の(2)」参照

○ 岐阜県福祉総合相談センターが福祉における相談窓口の最後の

砦（セーフティネット）としての機能を発揮できるよう、各種分野

の相談機関との一層の連携を強化し、複合化・複雑化する相談事例

に適切かつ迅速に対応できる体制を整備します。

■重層的な相談対応体制イメージ図

要支援者

家族・親族等

住民団体・NPO 等

民生委員

県広域的
専門機関

障害者生活
支援センター

市町村社協

市町村・地域包括支援センター

福祉委員
障害者
相談員

県専門的
相談機関

県社協

県福祉総合相談センター
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①判断能力が不十分な方の財産・権利の擁護支援

１経緯・現状

認知症高齢者などの判断能力が十分ではない方の財産や権利を保護する仕

組みとして、福祉サービスの契約など利用手続にあたっての支援や、日常的

な金銭管理などを行う福祉サービス利用援助制度（都道府県社会福祉協議会

が実施主体となる場合は、日常生活自立支援制度）があります。

福祉サービス利用援助制度は、市町村社会福祉協議会をはじめ様々な実施

主体による取り組みが期待されますが、社会福祉法第81条と国実施要綱（注）

において、都道府県社会福祉協議会は、実施主体に指定されています。

平成 11 年度から、県社会福祉協議会は日常生活自立支援制度に取り組み、

各市町村社会福祉協議会へ業務の一部を委託のうえ、現在、県内全域で実施

されています。

（注）平成 13 年 8 月 16 日付け「地域福祉推進事業の実施について」

県では、制度の円滑な定着と実施に向け、県社会福祉協議会による、市町

村社会福祉協議会の専門員の配置など実施体制の強化や、専門員と地域の生

活支援員に対する研修会の開催などの取り組みに対し、支援を行ってきまし

た。

また、広報など制度の普及に努めてきたところです。

■相談・利用（契約）件数

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

利用（契約）者数 4 33 59 80 113 159 201 224 319

人口 10 万人あたり
の利用者数

－ － 1.6 2.1 3.0 7.5 9.5 10.6 15.2

※全国 － － 3.3 5.8 8.8 13.9 14.4 17.1 20.0

※県社協まとめ

(3)福祉サービス利用者の権利・利益の保護
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■利用者別利用（契約）件数

H11～13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 計

認知症高齢者等 54 20 46 59 57 51 73 360

知的障がい者等 13 8 10 5 14 14 30 94

精神障がい者等 4 5 4 8 8 8 23 60

その他 1 6 15 22

計 71 33 60 72 80 79 141 536

※県社協まとめ

２課題

日常生活自立支援制度の利用者は年々増加傾向にありますが、制度の利用

者と想定されるひとり暮らしの認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者

の総数から考えると、一層の制度利用が期待されています。

このため、制度の周知とともに、市町村・地域包括支援センター、民生委

員など地域の関係機関との一層の連携のもと、制度の利用を必要としている

方を掘り起こす相談対応やネットワーク体制の強化が必要です。

また、少子高齢化、「施設」から「地域（在宅）」への移行が進む中、制

度の利用者は今後ますます増加するものと想定されます。

このため、専門員と生活支援員の確保と質の向上など実施体制の一層の充

実が必要となってきます。

一方、県社会福祉協議会による日常生活自立支援制度は、県内各地におい

て福祉サービス利用援助制度が積極的に取り組まれることを前提として、そ

の隙間を埋める制度ともいえます。そして、市町村社会福祉協議会には、福

祉サービス利用援助制度の実施主体としての役割が期待されると考えられま

す。

３方針

県では、住み慣れた地域（在宅）での自立した生活を支援していくため、

県社会福祉協議会による、判断能力が十分でない方の財産や権利を擁護する

体制の定着と充実に向けた、次の日常生活自立支援制度への取り組みを支援

します。
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また、市町村社会福祉協議会による福祉サービス利用援助制度への積極的

な取り組みに向けて、市町村、県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会と

の間で議論を深めていきます。

○ 広報啓発により、日常生活自立支援制度の一層の認知度向上を図ります。

特に、市町村・地域包括支援センターや民生委員など関係機関に対する

一層の制度周知により、支援を必要とする方の利用に繋げます。

また、日常生活自立支援制度の周知にあたっては、併せて、連携を密に

すべき成年後見制度の周知を図ります。

県社会福祉協議会による取り組み

● 市町村・地域包括支援センター、民生委員をはじめ地域の福祉、医療、

金融機関など関係機関との連携のもと、制度の利用を必要としている方

を掘り起こすための相談対応体制やネットワーク体制の強化

● 市町村社協の窓口で制度運用を担う専門員と日常生活を支える生活支

援員の確保や質向上のための研修会の充実

● 県社協に第三者機関として設置した運営適正化委員会による、実際に

現場で制度利用者の金銭を管理する市町村社協に対する監視と監査体制

の強化

● 判断能力が著しく低下し、日常生活自立支援制度では対応できない場

合に、成年後見制度へ円滑に繋げるため、制度周知とともに、法テラス

（注）など関係機関との連携強化
（注）法テラス：正式名称は「独立行政法人日本司法支援センター」。平成 16 年

施行の総合法律支援法により、全国どこでも法的なトラブルの解決に必要な
情報やサービスを受けることができる社会の実現を目指して設置。県内には
現地機関として岐阜地方事務所（法テラス岐阜）が設置
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■日常生活自立支援制度の概要

家族・親族・関係者

本 人

＊日常生活を営むうえで必要な

サービスを利用するための情

報の入手、理解、判断、意思

表示を本人のみでは適切に行

うことが困難な人

基幹的社協

＊５圏域７社協

・相談

・利用申請書の受付と判断能力の確認

・支援計画の策定

・契約の締結

・専門員、支援員によるサービス提供

＊専門員：主に契約締結迄の業務、生活支援員の指導

生活支援員：サービス提供

県

サービス提供

相談、申請

契 約

サービスの内容等

①福祉サービスの利用援助

＊利用に関する相談・情報提供

利用申し込みに係る支援、利用料の支払い手続き

苦情解決制度の利用援助等

②日常的な金銭管理サービス

＊年金及び福祉手当の受領、

医療費や公共料金の支払い手続き等 
③書類等預かりサービス

＊年金証書、定期預金証書、権利書、実印等

県 社 協

福祉サービス利用支援センター

・相談業務

・契約締結審査会の運営

・調査研究、広報啓発

・関係機関との連携

・委託市町村社協への支援

運
営
適
正
化

委
員
会

委託

苦
情
申
立

調
査
・
解
決

相
談
・
報
告

支援

契約

運営
監視
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②福祉サービスに関する苦情を適切・円滑に解決する体制整備

１経緯・現状

利用者等からの福祉サービスに対する苦情解決のため、社会福祉法第 82

条では、社会福祉事業の経営者に対して適切な苦情解決への努力義務が規定

され、さらに国指針（注１）により、社会福祉事業所内に苦情受付担当者、

苦情解決責任者、第三者委員の設置による体制整備や苦情解決の手順等が示

されています。

また、社会福祉法第 83 条と国設置要綱（注２）により、平成 12 年度、県

社会福祉協議会が「岐阜県運営適正化委員会」を設置しました。岐阜県運営

適正化委員会では、事業者限りでは解決できない苦情に対する相談に応じる

などの支援を行うとともに、施設への個別指導や、苦情解決責任者と第三者

委員を対象に、その役割や対応技術の向上、実践事例などを内容とした研修

会を開催しています。
（注１）平成 12 年６月 7 日付け「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦

情解決の仕組みの指針について」

（注２）平成 12 年 6 月 7 日付け「運営適正化委員会等の設置要綱について」

県では、施設監査や施設長研修会など、様々な機会を捉えて国指針に添っ

た苦情解決の仕組みづくりを社会福祉事業者に対して指導することや、岐阜

県運営適正化委員会の運営に対する支援により、福祉サービスに関する苦情

の適切かつ円滑な解決体制の整備に取り組んできました。

■県運営適正化委員会・苦情受付件数等

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

相談件数 8 64 96 94 98 64 57 82

苦情受付 1 21 25 32 38 38 32 27

解決の

結果

相談助言 1 17 21 24 34 26 16 15

照会伝達 3 4 7 3 3 12 3

その他 1 1 1 9 4 9

※県運営適正化委員会まとめ
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■県内事業者の苦情解決体制整備状況

H14年 11月調査 H18年7月調査 全国の状況

(H18 年 10 月)

対象施設数 1,227 1,635 －

苦情受付担当者 設置事業者数 598 1,349 －

割合（％） 48.7% 82.5% 77.4%

苦情解決責任者 設置事業者数 588 1,351 －

割合（％） 47.9% 82.6% 71.9%

第三者委員 設置事業者数 421 1,070 －

割合（％） 34.3% 65.4% 50.0%

※県運営適正化委員会まとめ

２課題

県内の約８割を超える事業者において苦情受付担当者と解決責任者が配置

されている一方で、第三者委員を設置している事業者は７割に満たず、事業

者による円滑かつ適正な苦情解決のため、国指針にもとづく体制整備が必要

です。

また、事業者との話し合いで解決ができない苦情や直接事業者には言えな

い苦情の受け皿として、岐阜県運営適正化委員会の一層の認知度向上が期待

されています。

３方針

利用者からの苦情は、利用者の立場に立った福祉サービスの質の向上に繋

げるための貴重な情報とも考えられます。

県では、施設監査をはじめ様々な機会を捉えた社会福祉事業者に対する指

導や、岐阜県運営適正化委員会（県社会福祉協議会）の機能強化に向けた支

援などにより、利用者の苦情が円滑に解決されるとともに、利用者からの苦

情や意見が、事業者による経営改善とサービスの質の向上に繋がる体制づく

りを促進します。
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■福祉サービス苦情解決の仕組み

事業者 岐阜県運営適正化委員会

福祉サービス利用者

県

苦情受付担当者

第三者委員

苦情受付 苦情受付

事情調査

利用者

苦情解決責任者

第三者委員

解決結果の確認

話し合い

＊利用者、事業者への助言

＊話し合いによる解決

＊あっせん

苦情解決

苦
情
申
出

監
査

指
導 緊急時の通報等

＊虐待、法令違反

苦
情
申
出



100

第７章 参考資料

(1)岐阜県地域福祉支援計画策定委員会

■岐阜県地域福祉支援計画策定委員会設置要綱

（設置）

第１条 社会福祉法第１０８条の規定に基づき、市町村地域福祉計画（以下、「市町村計画」という。）

の達成を計画的に支援する岐阜県地域福祉支援計画（以下、「県計画」という。）を策定するため、

岐阜県地域福祉支援計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。

（１） 県計画の策定に関すること

（２） その他県計画及び市町村計画の達成に関すること

（組織）

第３条 委員会は、別表１に掲げる委員をもって組織する。

（委員長）

第４条 委員会に委員長を置く。

２ 委員長は、委員会を主宰し、会務を総理する。

３ 委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指定する委員がその職

務を代理する。

（会議）

第５条 委員会は委員長が招集する。

２ 委員長は、必要に応じて、会議に委員以外の者を出席させ、その意見を聴くことができる。

（ワーキンググループ）

第６条 委員会に、ワーキンググループを置く。 
２ ワーキンググループは、別表２に掲げる者をもって組織する。

３ ワーキンググループに座長を置き、地域福祉国保課長をもって充てる。

４ 会議は座長が招集し、必要に応じて構成員以外の者を出席させ、その意見を聴くことができる。

（任期）

第７条 委員会及びワーキンググループの委員の任期は、平成２１年３月３１日までとする。

２ 補欠により就任した委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（庶務）

第８条 委員会の庶務は、地域福祉国保課において処理する。

（委任）

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、委員会の議を経て委員長が

定めるものとする。

附 則

この要綱は、平成２０年６月９日から施行する。
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■岐阜県地域福祉支援計画策定委員名簿

氏 名 団体・役職 備考

朝倉 芳夫 (社福)岐阜県福祉事業団 専務理事兼事務局長

井口 明 未来志向研究プロジェクト委員

伊藤 俊雄 (社福)岐阜県社会福祉協議会 地域福祉部長

岩田 將之 岐阜県小中学校長会 代表 （本巣中学校長）

江﨑 隆雄 岐阜県民生委員児童委員協議会 理事

大野 泰正 岐阜県議会厚生環境委員会 委員長

小林 月子 岐阜大学教育学部 教授 委員長

左高 幹生 (社福)各務原市社会福祉協議会 事務局長

佐橋 政信 多治見市 健康福祉部長

竹中 孝一 池田町 民生部長

長島 佳久 (社福)白川町社会福祉協議会 常務理事兼事務局長

長瀬 純子 NPO 法人まめなかな 代表

張山 あけ美 中津川市 健康福祉部長

畑 数幸 (社福)岐阜市社会福祉協議会 芥見南支部長

松岡 孝宏 (社)認知症の人と家族の会岐阜県支部 代表世話人

村山 洋志 岐阜県介護福祉士養成施設連絡協議会 会長

山田 典孝 特別養護老人ホームさわやかナーシング川辺 施設長

■岐阜県地域福祉支援計画WG 名簿

氏 名 団体・役職 備考

斉藤 浩昭 (社福)岐阜県社会福祉協議会 地域福祉部課長

三宅 徳重 (社福)岐阜県福祉事業団 事業支援課長

若宮 克行 岐阜県健康福祉部 健康福祉政策課長

川上 城 〃 高齢福祉課長

佐藤 昭三 〃 障害福祉課長

水谷 淳子 〃 子ども家庭課長

今井 幹生 〃 地域福祉国保課長 座長
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地域福祉計画の策定及び実践について
平成１９年６月策定、平成２１年３月改定

岐阜県・岐阜県社会福祉協議会

１ 地域福祉をとりまく状況

福祉をとりまく情勢

①人口減少・高齢化の進行

②福祉サービスの提供を必要とする要支援者の増加

③各分野における制度改正～「施設」から「地域（在宅）」重視

④今後の動向～地域（在宅）で暮らす要支援者の増加

★地域福祉の理想の姿

地域で暮らす要支援者に対する『自助』『共助』『公助』の連携による自立支援

自助

共助

公助

個人（家族）

地域

行政

『自助』の弱体化

家族構成の変化による家族

の扶助機能の低下

『共助』の衰退

地域のつながりの希薄化

『公助』厳しい財政環境

増大、多様化・複雑化・潜在化・深刻化していく地

域の福祉課題の全てを『自助』はもとより、制度化さ

れたサービス『公助』で解決していくことには限界が

あり、支え、支えられる『共助』の社会を実現が必要

※国研究会報告：平成２０年３月３１日「これからの地域福祉のあり方に関する研究会」報告

「自助」の弱体化、「共助」の衰退により

地域の福祉課題は増大、多様化・複雑化・潜在化・深刻化

公的な福祉サービスは分野ごとに発

達してきたが、制度の谷間にあって対

応できない問題があるほか、住民の多

様なニーズについて、全て公的な福祉

サービスで対応することは不可能で

あり、また、適切でないことも明らか

になってきている。（国研究会報告）

(2)参考資料
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２ 地域福祉の推進施策の今日的課題～制度外の福祉サービスの必要性

福祉サービスの提供が必要な要支援者が、住み慣れた地域（在宅）でいつまでも安心して暮らして

いくためには、地域の医療・保健・福祉・介護機関等による制度化されたサービス『公助』の充実が

必要

加えて、お互いに支え合う地域社会の再構築により、『共助』（地域での支え合い）による制度の外、

隙間・谷間にあるサービスが整備・充実し、一人ひとりのニーズに即して制度及び制度外のサービス

が包括的かつ継続的に提供される『地域包括ケア体制（システム）』の構築が不可欠

特に、地域の福祉課題が増大、多様化・複雑化・潜在化・深刻化する状況にあって、制度化された

サービスに比べ、柔軟かつ迅速に対応可能な地域での支え合いによる制度外の福祉サービスの果たす

役割や特性が、大きく期待

このため、地域住民自らが地域における増大、多様化・複雑化・潜在化・深刻化する福祉課題を認

識し、これに向き合いながら支え合いによる解決方法を考え、行動（制度外の福祉サービス提供）す

る仕組みを整備していくことが、地域福祉の推進にあたっての、緊急かつ今日的な課題

３ 地域での支え合いによる制度外の福祉サービス

活動範囲 制度外サービス名 概要 実施率(H21.1)

自治会

・町内会
見守りネットワーク活動

要支援者に対して、近隣住民、福祉委員、

ボランティア、民生委員等が連携して声か

け・訪問等を行い、問題の発見時には必要

に応じて問題を共有し、解決のための話し

合い（調整）を行うことができるような組

織的な活動

約５１％

(約 2,721／5,359

自治会等内で実

施)

要援護者支援マップづくり

（災害時の避難支援）

要支援者を地図上に明記し、近隣住民、

福祉委員、ボランティア、民生委員等によ

る話し合いによって、日常的な見守り活動

や、災害時の避難支援等について検討する

活動

約３１％

(１３／４２

市町村で作成)

ふれあいサロン活動（高齢者）
高齢者の生きがいづくり、健康づくりな

どを目的に、参加者とボランティア等が内

容を企画し、ともに運営していく活動

約４２％

(約 2,026／4,830

自治会等内で実

施)

小学校区

・連合自

治会

住民参加による配食サービス
地域住民相互のふれあいや交流を主な目

的として、調理から配達までを住民参加に

より行い、定期的な食事の提供を通じて要

支援者の早期発見、孤立防止、見守りなど

を行う活動

約４７％

(約 178／382小学

校区内で実施)

助け合い（生活支援）活動

要支援者の在宅生活を支えるため、利用

者と提供者が予め会員として登録し、清掃、

洗濯、買物、除雪などの日常生活を支援す

る地域住民による活動

約７％

(約 27／382 小学

校区内で実施)

宅幼老所の運営

健康づくり、介護予防、子育て支援等、

高齢者や子育て中の親の継続的な交流・学

習・相談を行うため、空き教室、空き店舗、

民家等を活用して、地域での支え合い活動

の拠点となるたまり場を地域住民が運営す

る活動

約１０％

(約 38／382 小学

校区内で実施)

※実施率：市町村に対するアンケート調査結果（21.1）・県地域福祉国保課まとめ
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４ 地域福祉計画と地域福祉活動計画の策定目的等

地域福祉計画 地域福祉活動計画

市町村 市町村社協

地方自治法第二条第四項の基本構想に即
し、地域福祉の推進に関する事項として、

①地域における福祉サービスの適切な利用
の推進に関する事項、

②地域における社会福祉を目的とする事業
の健全な発達に関する事項、

③地域福祉に関する活動への住民の参加の
促進に関する事項、

を一体的に定める計画
（社会福祉法第 107 条）

住民、地域において社会福祉に関する活動

を行う者、社会福祉を目的とする事業（福祉

サービス）を経営する者が相互に協力して策

定する地域福祉の推進を目的とした民間の

活動・行動計画

○計画の策定過程：住民が地域の福祉課題を発見し、自らその解決を考え、行動する仕組み

をつくること

○計画の策定目的：①住民自らが地域福祉の担い手であることを認識すること（意識改革）

②地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実

③地域福祉推進における地域住民、社協、市町村等の役割の明確化

住民参加

地域住民の主体的参加による地域
福祉計画の策定・実行・評価の過程
は、それ自体、地域福祉推進の実践
そのものである。（国策定指針）

※国策定指針：平成１４年１月２８日社会保障審議会福祉部会「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画策

定指針の在り方について（一人ひとりの地域住民への訴え）」

計画策定に参加すると同時に（住民）自ら
が地域福祉の担い手であることを認識する
ことが重要（国策定指針）

★地域での支え合いによる制度外サービス整備・充実に向けた役割分担の例

（第二期岐阜県地域福祉支援計画より）

○地域住民の役割

地域住民の一人ひとりには、地域における福祉課題を認識し、これに向き合いながら支え合

いによる解決方法を考え、行動（制度外サービスの提供活動）していくことが求められていま

す。

また、地域内の各活動団体、民生委員等は、相互に連携し、補い合いながら、その活動を発

展させていくことが必要です。

○地域の医療・保健・福祉・介護機関の役割

地域の医療・保健・福祉・介護の実施機関は、保有する専門知識・技術、施設などの資源を

活用し、住民活動を支援する役割が求められています。

提供する介護保険など制度化されたサービスの充実を図るとともに、制度及び制度外サービ

スが包括的かつ継続的に提供される「地域包括ケア体制（システム）」の構築に向け、一層の

連携・ネットワーク化が必要です。

重点
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５ 地域福祉計画の策定手法

①住民参加・参画の徹底

②市町村による、制度外サービス整備・充実へのコーディネート支援を担う市町村社協

と連携した計画策定による実効性の担保

・地域福祉計画と地域福祉活動計画を連携して策定

○市町村の役割

近年の福祉制度の改革により、住民への福祉サービスの提供については市町村中心主義が確

立しています。

制度外サービスについても、市町村は、市町村社会福祉協議会と連携し、住民参加の仕組み

をはじめ地域での支え合い活動の活発化に繋がる効果的な市町村地域福祉計画の策定のもと、

計画的な整備・充実に向け、コーディネーター（市町村社会福祉協議会・福祉活動専門員）や

拠点など住民活動に必要な環境・活動基盤を整備していく役割を担います。

○市町村社協の役割

市町村社会福祉協議会は、地域福祉の推進を図ることを目的とする団体であり（社会福祉法

第 109 条）、地域内の関係機関・団体の連携・協働の要として、活動団体の組織化をコーディ

ネートするとともに、各種団体が継続・発展した活動が展開できるよう、その支援を行います。

市町村は、制度的に位置づけられた、公的な福祉サービスが適切に提供されるよう責任を有すると同時に、
住民の福祉に責任を負っている主体として、市町村全体でみて、地域福祉活動、市場による福祉サービスが
あいまって、住民が地域で普通に暮らし続けることを可能にする責任も負っている。（国研究会報告）

住民の地域福祉活動に対しては、活動自体は住民の自発的な行為であるとしても、これらの活動が疲弊す
ることなく、継続できるよう、活動の基盤を整備することは市町村の仕事である。（国研究会報告）

市町村の役割を具体的に列挙すると、地域福祉計画に住民の新たな支え合いを位置づける、地域福祉計画
の策定に当たって住民が参画する仕組みをつくる、地域福祉活動の内容にふさわしい圏域を設定する、また、
コーディネーターや拠点など住民の地域福祉活動に必要な環境を整備する、といったことなどが挙げられよ
う。（国研究会報告）

「新しい地域福祉」の推進に役立つ組織として、住民の福祉活動を発掘、育成し、地域住民が支え合う環

境づくりを進めるために、社会福祉協議会が積極的な役割を果たすことができるよう、以下のとおり見直す

必要があるのではないか。

市町村社会福祉協議会について、地区の住民による地域福祉活動を支援する団体として、助言、情報提供、

支援を行うものと位置づける・・・（以下省略）（国研究会報告）

★徹底した住民参加・参画の意義

・各地域での支え合い＝「共助」の意識を高揚し、計画実践として、地域での支え合いによ

る制度外サービスの整備・充実に繋げる。

・より多くの住民が参加と議論を重ねることは、地域の実情に応じた地域の福祉課題（住民

ニーズ）を的確に把握することともなる。

地域福祉計画の最大の特徴は「地域住民の参加がなけ

れば策定できない」ことにある。（国策定指針）

市町村社協は、地域福祉計画策定に当たっては市町村の

計画策定に積極的に協力することが期待（国策定指針）



106

・地区福祉懇談会など住民参加の場を市町村と市町村社協が共催することによる

地域の福祉課題（住民ニーズ）の共有化、ひいては一部施策や理念の共有化

・特に、地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実など住民参加の取

り組み（住民の役割）、活動拠点の整備など民間活動の基盤整備などを、市町村

とコーディネーターである市町村社協が共有化することによる実効性の担保

※地区福祉懇談会： 市町村社協の支援のもと、主に小学校区（連合自治会）単位で、住民自らが地域の福祉課題

と、その解決方法を話し合うことで意識を高揚し、具体的な行動（制度外サービス提供）に繋げる取り組み。県

内においては２０市町村内、382 小学校区等のうち 161 地区で取り組まれ、開催率は 42.1％（H21.1）

③その他留意事項

・「外部のコンサルタント会社に策定を請け負わせるようなことがあってはならないこ

とは当然である。（国策定指針）」

社会福祉協議会が策定している地域福祉活動計画と地域福祉計画は、そ

の内容を一部共有するなど相互に連携を図ることは当然（国策定指針）

★参考

「計画については立派な冊子ができなくてもいいのではないか。そういうものを作るためにシ
ンクタンクが出てくるわけで、地域にいろいろな活動グループやネットワークができればいい
のではないかと思う。」（H13.10国策定指針策定のための社会保障審議会福祉部会での委員発言）

★参考・H19 年 6 月市町村ヒアリング調査結果（県実施）

H17 年度までに策定した 10 市町村のうち、計画策定の効果として「制度外サービスの提供
充実」との回答があったのは３市町村のみ。

また、市町村社協計画と連携し、かつ、地区福祉懇談会を活用して作成したのも 10 市町村の
うち３市町村であり、この３市町村は、効果的な計画を策定できた上記３市町村と重なる。

地域の福祉課題や地域福祉推進の理念等を共有化（H12 全社協

「地域福祉計画に関する調査研究事業」報告）

★地域福祉計画と地域福祉活動計画の関係

住民参加

地域福祉推進の理念・方針、地域（圏域）の福祉課題・社会資源の状況

［共有］

地域福祉計画 地域福祉活動計画

公民のパートナーシップによる計画 民間相互の協働による計画

＊住民参加の取り組み

＊民間活動の基盤整備
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市町村と市町村社協との連携による計画策定プロセス（例）

○地区福祉懇談会： 市町村社協の支援のもと、主に小学校区（連合自治会）単位で、住民自ら

が地域の福祉課題と、その解決方法を話し合うことで意識を高揚し、具体的な行動（制度外サ

ービス提供）に繋げる取り組み。計画策定後も活動を継続することが必要

○地区福祉懇談会などがない場合は、開催に向け、市町村は市町村社協と協働して取り組む。

○地区福祉懇談会の場を借りて、計画策定に向けて地域の福祉課題と、その解決策（制度外サー

ビスの提供内容等）に関する住民意見を集約

○通常の地区福祉懇談会では、解決策を考える際、地域住民ができることを中心に話し合うが、

市町村（行政）、社協、福祉・介護事業者等に期待したいことも協議

○地区ごとに最低３回開催することが望ましい。

【第１回】地域の福祉課題の把握

【第２回】課題の解決策（制度外サービスの内容等）の検討

【第３回】住民（民生委員、ボランティア・NPO 含む）、事業者、社協、市町村の役割分担の検討

○地区福祉懇談会での意見集約結果を踏まえて、地域福祉計画（主に住民と市町村の役割とされ

た事業）、地域福祉活動計画（主に住民と社協の役割とされた事業）を策定

○加えて、地域福祉計画及び地域福祉活動計画の地域計画として、地区福祉懇談会の結果を、地

区地域福祉活動計画としてまとめることも検討→参考「地域福祉計画の数値目標の設定プロセス（例）」

参照

○地域福祉計画には、各制度外サービスの成果指標として数値目標を掲げることが望ましい。

→参考「地域福祉計画の数値目標の設定プロセス（例）」参照

○地域での支え合いによる制度外サービスのコーディネーターである社協・福祉活動専門員の適

正配置について検討し、地域福祉計画には、市町村による市町村社協に対する支援内容を掲載

○新規団体の設立が必要な場合→「支え合う団体づくり支援事業費補助制度」活用

○既存団体の活動発展が必要な場合→「支え合いの場づくり支援事業費補助制度」活用

※地区福祉懇談会の開催など具体的手法については、平成１８年度に県社協にてマニュアル作成済

※地域福祉活動計画の策定方法については、平成１９年度に県社協にてマニュアル作成済

参 考

市町村社協による地区福祉懇談会の体制づくり
ステップ１

地区福祉懇談会を活用した、地区毎での住民意見の集約
ステップ２

地域福祉計画・地域福祉活動計画の策定
ステップ３

市町村内で圏域を設定した場合、圏域毎に「地区福祉計画」を策定し、地域福祉計画

に位置づけるべきではないか。（国研究会報告）

地区ごとでの計画実践（地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実）
ステップ４

コーディネーターは、住民の地域福祉活動を推進する基盤の一つであること

から、市町村がその確保を支援することが期待される。（国研究会報告）

地域福祉計画に盛り込むべき事項

(4)その他・市町村社協の基盤の整備強化等

（国策定指針）
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地域福祉計画の数値目標の設定プロセス（例）

①地区福祉懇談会の結果として、小学校区など地区毎に下記制度外サービス整備計画表を

含む地区地域福祉活動計画を作成

★制度外サービス整備計画表 記入例（Ａ自治会、Ｂ自治会からなるＣ小学校区（連合自治会）の例）

制度外サービス名 活動範囲 実施状況

整備計画

今後の活動内容等 活動の担い手
開始

時期

見守りネットワーク活動 Ａ自治会 未実施 月２回要支援者宅を訪問 市社協のコーディネートの

もと、民生委員、福祉委員

等を中心にネットワークを

強化

H○年

○月

予定

Ｂ自治会 月１回実施 週１回要支援者宅を訪問

（実施回数の増加）

現在、月１回訪問実施のＢ

自治会見守隊

H○年

予定

要援護者支援マップ

づくり（災害時の避難支

援）

Ａ自治会 未実施 見守りネットワーク活動

の結果を、随時反映させ

更新するマップづくり

Ａ自治会等 H○年

予定

Ｂ自治会 未実施 Ｂ自治会等 H○年

予定

ふれあいサロン活動（高

齢者）

Ａ自治会 未実施 Ａ自治会公民館にて、週

１回、地域の医療機関と

の連携のもと、介護予防

を主とするサロン開催

Ｃ地区支部社協の支援のも

と、老人クラブ、ボランテ

ィアを中心にＡ地区ふれあ

いサロン（仮称）を設置

H○年

○月

予定

Ｂ自治会 月 2回実施 Ｂ自治会公民館にて、従

来の茶話会中心の活動に

加え、週１回、地域の保

健機関との連携のもと、

健康づくり活動を追加

現在、週１回開催のＢ地区

ふれあいサロン

H○年

○月

予定

住民参加による配食サー

ビス

Ｃ小学校

区

未実施 月１回、調理設備のある

Ａ地区公民会にて調理の

うえ、見守り活動の一環

として配食を実施

Ｃ地区支部社協 H○年

○月

予定

助け合い（生活支援）

活動

Ｃ小学校

区

未実施 要支援者に対する清掃、

洗濯、買物、除雪などの

日常生活支援

活動員の募集をはじめ、市

社協のコーディネートのも

と、新規団体を設立

H○年

○月

予定

宅幼老所の運営 Ｃ小学校

区

未実施 空き民家を活用して、設

置・運営

Ｃ地区支部社協 H○年

予定

②地区毎に作成した制度外サービス整備計画表を集計し、市町村としての目標数値を設定

制度外サービス名

実施自治会、小学校区等数及び実施率

Ｈ 年目標 Ｈ 年目標 Ｈ 年目標 Ｈ 年目標 Ｈ 年目標

数 率％ 数 率％ 数 率％ 数 率％ 数 率％

見守りネットワーク活動

要援護者支援マップづくり

ふれあいサロン活動（高齢者）

住民参加による配食サービス

助け合い（生活支援）活動

宅幼老所の運営

※率％：実施自治会（小学校区）数÷全自治会（小学校区）数

参 考
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６ 地域福祉計画・地域福祉活動計画の策定・実践のポイント

○重点施策：地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実

○策定方法：市町村とコーディネーターである市町村社協の連携のもと、地区福祉懇談

会の活用などによる徹底した住民参加・参画により策定

○実践方法：地域での支え合い活動の『拠点』づくりを契機とした、制度外サービスの

整備・充実

○計画理念：『共助』社会の実現－地域（福祉）コミュニティの再生

この際、一人ひとりの地域住民に対して、社会福祉を限られた社会的弱者に対するサービス

としてではなく、身近な日々の暮らしの場である地域社会での多様な人々の多様な生活課題に

地域全体で取り組む仕組みとしてとらえなおし、地域住民としてこれらの多様な生活課題に目

を向け自発的、積極的に取り組んでいただけるよう訴えたい。（国策定指針）

住民による地域福祉活動が積極的にその活動を続けていくためには、拠点となる場所が不可

欠である。（国研究会報告）

計画の理念（基本方針）の設定にあたっては、「『共助』社会の実現」との観点に加え、次の

視点を加味することも国策定指針や国研究会報告では示されている。

★参考：「福祉文化の創造」との視点
地域住民が、自らの生活基盤である地域社会での生活課題やそれに対応するサービスの現状、果たすべき

役割などを、自らの問題として認識し、自らがサービスの在り方について主体的にかかわり、サービスの担

い手としても参画していくことが重要である。こうした地域住民による生活に根ざした社会的活動の積み重

ねが、それぞれの地域に個性ある行動様式や態度を育み文化（福祉文化）を創造していくことにつながる。

（国策定指針）

★参考：「地域の活性化」「地域社会の再生」との視点
住民が地域の生活課題に対する問題意識を共有し、解決のために協働することは、地域での人々のつなが

りの強化、地域の活性化につながることが期待され、その意味で、地域福祉は、地域社会を再生する軸とな

りうるといえる。（国研究会報告）

★第二期岐阜県地域福祉支援計画の理念

「住み慣れた地域において住民自らが創り上げる『福祉コミュニティ』の確立

★第３次 WINC プランの理念

W：「Well-being（その人らしい自立生活）」

Ｉ：「Inclusion（福祉サービスを必要とする人を社会の一員として包み、支え合う）」

Ｎ：「Normalization（共生）＋Network（連携）」

Ｃ：「Community（地域）＋Collaboration（協働）」

の４つをキーワードに、「21 世紀に、岐阜県に、県民に、福祉関係者にウインクしなが

ら、豊かでほほ笑みのある福祉社会」を目指す。

第３次 WINC プランの基本目標 「ともに支える安心なまち」
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７ 計画の実践（地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実）

①制度外サービスを担う新規団体の設立が必要な場合

②既存団体の活動発展により制度外サービスを整備・充実する場合

○徹底した住民参加による計画策定（住民意識の高揚、地域ニーズの的確な把握）

○地域の関係機関・団体とのネットワーク・連携体制の構築

○活動財源の確保による継続可能性の担保

新規団体設立支援にあたっての留意事項

★支え合う団体づくり支援事業費補助制度（県・県社協支援制度（H21 年度））

市町村社協のコーディネートのもと、制度外サービスを担う地域での支え合い活動団体の設立を

支援

・補助対象経費 市町村社協コーディネート経費（県（県社協）限度額：1,000 千円）

団体設立準備経費（県（県社協）限度額：1,000 千円）

・補助率 県（県社協）1/2、市町村又は市町村社協 1/2 
・特徴 ・設立団体毎に、地域連携調整会議（県社協主催）開催による地域の関係機関・団体との

ネットワーク・連携体制の構築調整及び活動財源の確保調整支援

・情報・ノウハウの提供支援

★地域福祉活動団体フォローアップ補助制度（県社協支援制度（H21 年度））

上記補助制度により設立された団体に対し、自立に向け、設立翌年度 100 千円／団体、翌翌年度

50 千円／団体の活動費を補助

○徹底した住民参加による計画策定（住民意識の高揚、地域ニーズの的確な把握）

○地域の関係機関・団体とのネットワーク・連携体制の構築

○活動の発展基盤となる活動拠点の整備・確保

既存団体の活動発展支援にあたっての留意事項

★支え合いの場づくり支援事業費補助制度（県・県社協支援制度（H21 年度））

市町村社協のコーディネートのもと、活動発展に不可欠な拠点づくりを契機とした、制度外サー

ビスを担う地域での支え合い団体の活動発展を支援

・補助対象経費 地域の公民館、空き教室、空き店舗、民家など既存施設を活用し、地域での支え

合い活動の場（拠点）づくりに必要な備品購入費、修繕料等

・補助率等：県（県社協）1/2、県（県社協）限度額：500 千円／１ヶ所 
・特徴 ・設立団体毎に、地域連携調整会議（県社協主催）開催による地域の関係機関・団体との

ネットワーク・連携体制の構築調整及び制度外サービス整備・充実計画の調整支援

・情報・ノウハウの提供支援

★拠点づくりの目的

・既存活動の充実及び新たな活動開始の契機など活動の発展基盤

・地域の関係機関・団体の一層の連携・ネットワーク強化の契機

・地域のつながりの再構築による地域コミュニティ再生のシンボル
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８ 計画策定・実践に関する支援体制（相談窓口）

県地域福祉国保課 ・地域福祉計画策定全般に関する情報提供

・県内の地域での支え合いによる制度外サービスの整備状況及び制度

外サービスの整備・充実方法に関する情報提供

・計画実践のための支援制度に関する情報提供

・アドバイザーとして、県職員の派遣

県健康福祉政策課 ・岐阜県・災害時要援護者支援対策マニュアルに基づく要援護者支援

マップづくりに関する情報提供

各振興局福祉課 ・管内市町村の状況に関する情報提供

・管内の地域での支え合いによる制度外サービスの整備状況及び制度

外サービスの整備・充実方法に関する情報提供

・計画実践のための支援制度に関する情報提供

県社会福祉協議会 ・地域福祉活動計画策定全般に関する情報提供

・県内の地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実方法に

関する情報提供

・地区福祉懇談会など住民参加・参画方法に関する情報提供

・計画実践のための支援制度及び具体的なノウハウ・情報の提供

・アドバイザーとして、県社協職員の派遣
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保育所：2.25

（2.20）

生活保護費

64,391 千円

（255,934 千円）

《被保護 1 世帯あたり

2,476 千円

（2,534 千円》

岐阜県の中学校数：194 校（10,266 校）
※私立中学校を除く

介護保険給付費：467,222 千円 （633,148 千円）

※要介護認定者一人あたり 1,320 千円（1,533 千円）

特別養護老人ホーム：0.50（0.53）

介護老人保健施設：0.30（0.33）

介護療養型医療施設：0.22（0.33）

訪問介護事業所：1.73（2.00）

通所介護事業所：2.06（1.71）

通所リハビリテーション

0.48（0.59）

日常生活圏域の実情（中学校区単位のイメージ）

介 護 児 童

ヘルパー
8.19 人（13.35)

ケアマネジャー
6.46 人（7.62）

医療費

2,722,164 千円

（3,156,049 千円）

《住民一人あたり 250 千円

（253 千円）》

病院：0.55（0.87）

診療所：7.85（9.49）

医 療

主任児童委員
2.5 人（2.0）

生活保護

人口 10,850 人（12,445 人）

高齢者<65 歳以上> 2,345 人（2,500 人）

要介護認定者 353 人（413 人）

身体障がい者 443 人（467 人）

知的障がい者 66 人（68 人）

精神障がい者 32 人（39 人）

15 歳未満の人口 1,556 人（1,706 人）

児童虐待相談件数 2.42 件（3.36 件）

被保護世帯 26 世帯（101 世帯）

拠点

共同募金配分金収入 2,037 千円（1,831 千円）

社協会費・寄付金収入 2,635 千円（1,831 千円）

住民組織

民生委員・児童委員

22 人（22）
公民館 1.70

（1.67）

ふれあいサロン

7.83（3.84）

自治会・町内会

39（17）
老人クラブ会員

1,216 人（782）

ボランティア

422 人（719）

・（ ）内は全国数値
・H19 厚生労働省資料等から
・各数値は主に H18 実績（全国数値は主に H17）


